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第１章    計画の策定 

 

第１節 計画策定の背景 

１ 国の少子化対策の動向  

（１）エンゼルプラン・新エンゼルプラン 

平成元（１９８９）年は、合計特殊出生率が１．５７となり、戦後で最も合計特殊

出生率が低かった昭和４１（１９６６）年（丙午：ひのえうま）の１．５８を下回り

「１．５７ショック」といわれた年でした。このことを契機に、出生率の低下と子ど

もの数が減少傾向にあることを社会問題としてとらえ、仕事と子育ての両立支援など

の少子化対策についての検討を開始しました。 

平成６（１９９４）年 12 月、厚生省（当時）が今後 10 年間に取組むべき基本的

方向と重点施策を定めた「エンゼルプラン」を策定し、国として初めて総合的な少子

化対策が始まりました。さらに重点施策の具体的実施計画として「新エンゼルプラン」

が平成１２（２０００）年度からの 5 か年計画で策定されました。 

 

（２）次世代育成支援対策推進法、少子化社会対策大綱 

平成１５（２００３）年 7 月、子育て家庭を社会全体で支援する観点から、「次世代

育成支援対策推進法」を 10 年間の時限立法として制定し、地方自治体及び企業にお

いて次世代育成支援行動計画の策定を義務付けました。 

また、同時期に制定された「少子化社会対策基本法」に基づき、平成１６（２００４）

年 6 月に「少子化社会対策大綱」が閣議決定され、同年 12 月に「少子化社会対策大

綱に基づく重点施策の具体的実施計画について」（子ども・子育て応援プラン）が策定

されました。 

 

（３）子ども・子育て関連３法、子ども・子育て支援新制度 

様々な少子化対策にも関わらず、平成１７（２００５）年には、戦後、一貫して増

加が続いてきた全国の総人口は初めて減少に転じ、合計特殊出生率も過去最低を記録

しました。その後も出生数の減少が続き、さらに、核家族化や地域のつながりの希薄

化により、家庭が子育てに不安や孤立感を感じたり、また、男性中心型労働慣行は依

然改善が進まず、仕事と子育てを両立できる環境の整備が必ずしも十分でない等の課

題も浮き彫りとなってきました。  
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このため、平成２４（２０１２）年８月、「子ども・子育て支援法」をはじめとする

子ども・子育て関連３法を成立させ、平成２７（２０１５）年４月から、幼児期の教

育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進める「子ども・子育て支援新

制度」をスタートしました。 

 

（４）希望出生率１．８、子育て安心プラン 

平成２８（２０１６）年６月、「ニッポン一億総活躍プラン」を閣議決定し、「希望

出生率 1.8」の実現に向け、若者の雇用安定・待遇改善、多様な保育サービスの充実、

働き方改革の推進、希望する教育を受けることを阻む制約の克服等の対応策を掲げま

した。 

平成２９（２０１７）年6月、「子育て安心プラン」を公表し、平成３０（２０１８）

年度から平成３４（２０２２）年度末までに女性の就業率 80％にも対応できる約 32

万人分の保育の受け皿を整備することとしました。 

しかしながら、25 歳から 44 歳の女性の就業率の上昇や、それに伴う保育の申込

者数の増加などにより、平成３１（２０１９）年４月時点の全国の待機児童数は１万

6,772 人と前年比 3,123 人の減少傾向となっているものの、保育を必要とするすべ

ての子ども・家庭が利用できていない状況が続いています。 

 

（５）幼児教育・保育の無償化 

急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子化

対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図ることを目的

として、令和元（２０１９）年５月に、子ども・子育て支援法の一部を改正する法律

が成立し、同年１０月から「幼児教育・保育の無償化」が実施されました。 

これにより、幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する３歳から５歳までの子ど

もたちと非課税世帯の０歳から２歳までの子どもたちの利用料が無償となりました。 

 

（６）放課後子ども総合プラン、新・放課後子ども総合プラン 

仕事と子育ての両立を支援するため、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学

生の、遊びや生活の場を確保するとともに、次代を担う人材を育成する観点から、す

べての就学児童が放課後等を安心かつ安全に過ごし、多様な体験及び活動ができるこ

とを目的として、平成２６（２０１４）年 7 月に、「放課後子ども総合プラン」が策定

されました。 

さらに、近年の女性就業率の上昇等により、平成３０（２０１８）年９月、共働き

家庭等の児童数の増加を受け、「新・放課後子ども総合プラン」を策定し、事業の計画

的な整備等を進めていくこととされました。  
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２ 国の子ども・若者育成支援対策の動向 

（１）子ども・若者育成支援推進法 

子ども・若者を取り巻く環境は、時代の急速な変動とともにめまぐるしく変化し、

インターネットの普及等による有害情報の氾濫や引きこもり、ニート、不登校、いじ

め、発達障害など様々な困難を有する子ども・若者の問題が深刻化しています。 

こうした状況を踏まえ、次代の担い手であるすべての子ども・若者が健やかに成長

し、円滑に社会生活を営むことができる育成支援策を総合的に推進する枠組みと関係

機関のネットワークの整備を目的として、平成２２（２０１０）年４月に「子ども・

若者育成支援推進法」が施行され、あわせて「子供・若者育成支援推進大綱」が策定

されました。 

 

３ 国の子どもの貧困対策の動向 

（１）子どもの貧困対策の推進に関する法律、子供の貧困対策に関する大綱 

国の 18 歳未満の子どもの貧困率は、平成２１（２００９）年に 15.7%となり、貧

困の状況にある子どもが健やかに育成される環境の整備と教育の機会均等を図るため、

子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的として、平成２６（２０１４）年 1

月、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行されました。また、あわせて「子

供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定され、子どもの貧困対策を総合的に推進する

ための枠組みづくりが進められることとなりました。 

令和元（２０１９）年６月、子どもの貧困の解消に向け、法の目的・基本理念の充

実を明記した「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の改正法が公布されました。 
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４ 東京都の施策の動向  

（１）次世代育成支援東京都行動計画 

次世代育成支援対策推進法に基づき、平成１７（２００５）年、「次世代育成支援東

京都行動計画」、平成２２（２０１０）年、同計画の後期計画が策定され、待機児童の

解消や子育てと仕事の両立に向けた雇用環境の整備の実現への取組を進めていくこと

とされました。 

 

（２）東京都子供・子育て支援総合計画 

平成２７（２０１５）年３月、子ども・子育て支援新制度の成立に伴い法定化され

た「都道府県子ども・子育て支援事業計画」及び「次世代育成支援東京都行動計画」、

子どもの貧困対策法による都道府県行動計画を一体的にした「東京都子供・子育て支

援総合計画」が策定され、安心して子どもを産み育て、子育ての喜びを実感できる社

会の実現を目指し、子どもと子育て家庭を地域全体で支え応援する社会づくりへの取

組を進めていくこととされました。 

 

（３）東京都子供・若者計画 

平成２７（２０１５）年 8 月、子ども・若者育成支援推進法に基づく都道府県子ど

も・若者計画として、「東京都子供・若者計画」が策定されました。これまでの様々な

分野の計画等の中から子ども・若者の育成支援に係る施策等を一覧化するとともに、

乳幼児期からポスト青年期（40 歳未満までの者）までの切れ目ない支援の構築を目

指し、社会生活を円滑に営む上での様々な困難を有する子ども・若者を育成支援する

ためのネットワークづくりへの取組を進めていくこととされました。 
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第２節 計画策定の趣旨 

〇 市では、これまで国の「次世代育成支援対策推進法」に基づき平成１７（２００５）

年 3 月に「東大和市次世代育成支援行動計画を策定し、平成２６（２０１４）年度

までの１０年間にわたり、目標事業量を定め、次世代育成支援施策に取り組んでき

ました。その後、平成２４（２０１２）年の「子ども・子育て支援法」をはじめと

する子ども・子育て関連 3 法の成立を受け、平成２７（２０１５）年度から開始さ

れる「子ども・子育て支援新制度」に向け、「放課後子ども総合プランに基づく行動

計画」と一体化した計画として、「子ども・子育て支援法」第 61条に基づき、平成

２７（２０１５）年度から平成３１（２０１９）年度までの 5 か年を計画期間とす

る「東大和市子ども・子育て支援事業計画」を平成２７（２０１５）年 3 月に策定

し、子ども・子育て支援施策を総合的に進めてきました。 

 

〇 「東大和市子ども・子育て支援事業計画」は、「あふれる笑顔で 豊かな心と幸せ

を育むまち 東大和」を基本理念としています。市では、その実現に向け、教育や

保育等に係る市民ニーズに応え、東大和市における子ども・子育て環境の整備を推

進し、子育てしやすいまちづくりを進めてきました。 

 

〇 また、平成２４（２０１２）年度に策定した東大和市総合計画「第二次基本構想

（改訂）／第四次基本計画」で、将来の都市像『人と自然が調和した生活文化都市 

東大和』の実現に向けて、まちづくりの５つの基本施策を掲げました。その中の「豊

かな人間性と文化をはぐくむまちづくり」「健康であたたかい心のかよいあうまちづ

くり」において、次代を担う子どもたちを安心して生み、健やかに育てることがで

きるような育児・生活支援サービスの充実や家庭、学校、地域等が一体となった児

童や青少年の健全育成などを施策の基本方針とし、取組を進めてきました。 

 

〇 平成２７（２０１５）年度から、「日本一子育てしやすいまちづくり」を重要施策

とし、子どもたちや子育て世代を支援する施策の推進や充実に取り組むとともに、

平成３１（２０１９）年度から、東大和市の未来を担う子どもたちの健やかな成長

を守り育み、子どもたち自身が自分らしく、未来に向けて夢や希望をもち、社会の

一員として生きていける力を育めるよう、子どもから大人までのすべての市民、地

域関係者・事業者及び市が相互に協力し、取り組むため、子どもと大人がお互いに

やくそく（約束）しあう「東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子

育て憲章）」の制定に向け、準備を進めています。 
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〇 これらの取組を踏まえ、「東大和市子ども・子育て支援事業計画」が平成３１  

（２０１９）年度で最終年度を迎えることから、第２期の「東大和市子ども・子育

て支援事業計画」の策定にあたり、これまでの幼児期の教育や保育、地域の子育て

支援の量の拡充や質の向上などの対策を中心とした「市町村子ども・子育て支援事

業計画」及び「新・放課後子ども総合プランに基づく行動計画」に加え、結婚、妊

娠、出産、乳幼児期、学童期、青年期にわたる子どもたちの成長と若者・子育て世

代を切れ目なく包括的に支援することを目的として、「市町村次世代育成支援行動計

画」、「市町村子ども・若者計画」、「市町村における子どもの貧困対策についての計

画（市町村計画）」を包含し、一体的な計画として『東大和市子ども・子育て未来プ

ラン』を策定するものです。 

 

〇 市では、刻々と変化する社会状況や環境等に対応しつつ、市における各行政計画

等との連携を図りながら、子ども・若者、子育て支援施策を総合的に推進し、「日本

一子育てしやすいまちづくり」を目指していきます。 
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第３節 計画の位置付け 

１ 東大和市子ども・子育て未来プラン 

〇 東大和市子ども・子育て未来プランは、東大和市のすべての子どもたちの健やか

な育ちと若者・子育て世代を支援するための総合的な計画です。市民一人ひとりが

子育てについて理解と認識を深め、家庭、教育・保育施設、学校、事業者、地域の

関係者等と行政が相互に協力し、地域社会が一体となって子どもたちの健やかな育

ちと若者・子育て世代の支援を推進していけるよう、次に掲げる５つの計画を一体

的に策定するものです。 

 

〇 本計画は、東大和市総合計画（基本構想/基本計画）を上位計画として、東大和市

地域福祉計画などの各行政計画との調和を図り策定します。 

 

 

（１）第２期東大和市子ども・子育て支援事業計画 

子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画です。 

女性の就業率の上昇や令和元（２０１９）年 10 月からの幼児教育・保育の無償化

の影響、首都圏における保育士人材不足などの社会情勢等を踏まえた、幼児期の教育・

保育の質・量の確保のための方策及び地域の実情を踏まえた地域子ども・子育て支援

の方策について、平成３１（２０１９）年 3 月公表の東大和市子ども・子育て支援ニ

ーズ調査の結果等を勘案し、策定するものです。 

 

 

（２）第１期新・放課後子ども総合プランに基づく東大和市行動計画 

次世代育成支援対策推進法第 8 条の行動計画策定指針及び子ども・子育て支援法第

60 条第 2 項の基本指針に基づき、平成３０（２０１８）年９月に定められた新・放

課後子ども総合プランに基づく市の行動計画です。 

すべての小学校就学児童が安全・安心に過ごし、多様な体験や活動を行うことがで

きる放課後等の居場所づくりのための方策について、女性の就業率の上昇などの社会

情勢等を踏まえ、平成 31（２０１９）年 3 月公表の東大和市子ども・子育て支援ニ

ーズ調査の結果等を勘案し、策定するものです。 
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（３）第１期東大和市次世代育成支援行動計画 

次世代育成支援対策推進法第8条の行動計画策定指針に基づく次世代育成支援対策

に係る市町村行動計画です。 

市では、平成１７（２００５）年度から平成２６（２０１４）年度まで１０年間に

わたり、次世代育成支援対策推進法に基づき東大和市次世代育成支援行動計画（前期・

後期）を策定し、目標事業量を定め、子育て支援施策を推進してきました。 

平成２７（２０１５）年度から定量的な子育て支援施策の整備量等の目標を市町村

子ども・子育て支援事業計画に記載する法改正がされ、市町村次世代育成支援行動計

画の策定は任意化されました。 

「東大和市子ども・子育て未来プラン」の策定にあたり、市の実情に応じた施策の

推進を目的とし、地域における子育て支援、子どもの健康の確保・増進と心身の健や

かな成長、安心して子育てができる環境の整備等の方策について、あらためて、第１

期東大和市次世代育成支援行動計画として位置づけることとし、平成 31（２０１９）

年 3 月公表の東大和市子ども・子育て支援ニーズ調査の結果等を勘案し、策定するも

のです。 

 

（４）第１期東大和市子ども・若者計画 

子ども・若者育成支援推進法第 9 条第 2 項に基づく市町村子ども・若者計画です。 

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を支援するための地域にお

けるネットワークづくりなどの方策について、平成３１（２０１９）年 3月公表の東

大和市子ども・子育て支援ニーズ調査の結果等を勘案し、策定するものです。 

 

（５）第１期東大和市子どもの貧困対策計画 

子どもの貧困対策の推進に関する法律第 9 条第 2 項に基づく市町村における子ど

もの貧困対策についての計画です。 

子どもの将来が生まれ育った環境によって左右されることなく、健やかに育成され

る環境の整備に向け、子どもの居場所づくりや学習支援などの方策について、平成  

３１（２０１９）年 3 月公表の東大和市子ども・子育て支援ニーズ調査の結果等を勘

案し、策定するものです。 
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【 国 】 

子ども・子育て支援法 

 

次世代育成支援 

対策推進法 

 

子ども・若者 

育成支援推進法 

 

子どもの貧困対策の 

推進に関する法律 

 

子どもの貧困対策に 

関する大綱 

 

【 東京都 】 

整合 

整合 東京都子供・子育て 

支援総合計画 

 

東京都子供・若者計画 

整合 

 

 

 

東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

東大和市子ども・子育て憲章 

東大和市総合計画 
（基本構想/基本計画） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

東大和市子ども・子育て未来プラン 

・東大和市障害者総合プラン 

・東大和市健康増進計画 

（食育推進計画・母子保健計画含む） 

・東大和市男女共同参画計画 

・東大和市子ども読書活動推進計画 

・東大和市特別支援教育推進計画  等

     

整合・連携 

東大和市地域福祉計画 

・第２期子ども・子育て支援事業計画 

・第１期新・放課後子ども総合プランに基づく 

    市行動計画 

・第１期次世代育成支援行動計画 

・第１期子ども・若者計画 

・第１期子どもの貧困対策計画 
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第４節 計画の期間 

本計画のうち、「第 2 期東大和市子ども・子育て支援事業計画」、「第１期新・放課後

子ども総合プランに基づく東大和市行動計画」及び「第 1期東大和市次世代育成支援

行動計画」については、子ども・子育て支援法第 61 条及び次世代育成支援法第８条

に基づき、令和２（２０２０）年度から令和６（２０２４）年度までの５か年を計画

期間としています。 

併せて、本計画に包含する「第１期東大和市子ども・若者計画」、「第１期東大和市

子どもの貧困対策計画」についても、上記の計画期間と合わせた計画期間としていま

す。 

また、「第２期東大和市子ども・子育て支援事業計画」及び「第１期新・放課後子ど

も総合プランに基づく東大和市行動計画」については、国の指針等に沿い、必要に応

じて、計画の中間年において本計画の見直しを行うものとします。 
 

平成 
27 年度 

(2015) 

平成 
28 年度 

(2016) 

平成 
29 年度 

(2017) 

平成 
30 年度 

(2018) 

令和 
元年度 

(2019) 

令和 
２年度 

(2020) 

令和 
３年度 

(2021) 

令和 
４年度 

(2022) 

令和 
５年度 

(2023) 

令和 
６年度 

(2024) 

          

          

          

          

          

          

          

          

東大和市子ども・子育て未来プラン 

東大和市総合計画 

第五次東大和市地域福祉計画 

東大和市障害者 
総合プラン 

東大和市健康増進計画 
（食育推進計画・母子保健計画含む） 

第二次東大和市男女共同参画 
推進計画（改訂版） 

第二次東大和市子ども読書活動 
推進計画 

第二次東大和市特別支援教育推進計画 

次期計画 

東大和市子ども・ 
子育て支援事業計画 

次期計画 

次期計画 

次期計画 

次期計画 

次期計画 

次期計画 
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第５節 計画の策定体制 

１ 市民ニーズ調査の実施  

本計画を策定するための基礎資料を得るため、「子ども・子育て支援ニーズ調査」を

実施し、子育て支援に関するサービスの利用状況や今後の利用希望などの把握を行い

ました。 

 

（１）調査対象 

未就学児、小学生、中学生、高校生：東大和市在住の各年代の方を無作為抽出 

 

（２）調査期間 

平成３０（２０１８）年10月25日から平成３０（２０１８）年１１月22日まで 

 

（３）調査方法 

郵送による配布・回収 

 

（４）回収状況 

 配布数 有効回答数 有効回答率 

未就学児 1,000 通 500通 50.0％ 

小学生 600通 293通 48.8％ 

中学生 200通 77 通 38.5％ 

高校生 200通 59 通 29.5％ 

 

２ 東大和市子ども・子育て支援会議による審議  

「東大和市子ども・子育て支援会議」は、「子ども・子育て支援法」第 77 条に基づ

く「審議会その他の合議制の機関」として設置しています。子どもの保護者、学識経

験者、子ども・子育て支援に関する事業に従事する者及び学校関係者による委員で構

成され、市長の諮問に応じ計画の内容等について調査審議しました。 
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第６節 計画の対象 

本計画の対象となる子ども・若者の範囲については、次のとおりとします。 

このほか、妊産婦や子育て家庭などの市民も対象とした子育て支援等の施策を総合

的に展開できるようにしていきます。 

 

第 2 期東大和市子ども・子育て支援事業計画 

教育・保育 未就学児 

地域子ども・ 

子育て支援 
１８歳未満 

第１期新・放課後子ども総合プランに基づく  

東大和市行動計画 
小学校就学児童 

第 1 期東大和市次世代育成支援行動計画 １８歳未満 

第 1 期東大和市子ども・若者計画 乳幼児期から３０代まで 

第 1 期東大和市子どもの貧困対策計画 原則２０歳まで 

 



東大和市子ども・子育て未来プラン（令和２（2020）年度～令和６（2024）年度） 

 
13 

**
*
* 第

２
章 

子
ど
も
・
子
育
て
を
取
り
巻
く
現
状 

 
 

第２章    子ども・子育てを取り巻く現状 

 

第１節 東大和市の状況 

１ 人口の状況  

（１）年齢３区分別人口の推移 

市の人口推移をみると、総人口は年々減少し、平成 31（２０１９）年で

85,337 人となっています。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年

少人口（0～14 歳）は減少しているのに対し、老年人口（65 歳以上）は増加

しており、少子高齢化が進んでいます。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 

 

  

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

11,635 11,561 11,456 11,308 11,124

53,070 52,526 52,051 51,679 51,311

21,387 21,957 22,350 22,711 22,902

86,092 86,044 85,857 85,698 85,337

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

（2015年） （2016年） （2016年） （2017年） （2018年） 
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（２）年齢別就学前児童数の推移 

市の０歳から５歳の子ども人口は平成２７（２０１５）年以降減少しており、

平成３１（２０１９）年４月現在で 4,167 人となっています。 

 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 

 

（３）年齢別就学児童数の推移 

市の６歳から 11 歳の子ども人口は平成２７（２０１５）年以降ほぼ横ばい

で推移しており、平成３１（２０１９）年４月現在で 4,653 人となっていま

す。 

 
 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 

  

６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

743 743 672 687 615

762 759 749 679 690

776 752 727 733 688

766 782 736 710 738

791 754 783 732 712

768 789 759 780 724

4,606 4,579 4,426 4,321 4,167 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

774 773 774 733 766

799 777 786 775 740

727 802 779 785 766

757 729 812 785 783

790 757 740 810 790

800 799 761 735 808

4,647 4,637 4,652 4,623 4,653 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)
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２ 世帯の状況  

（１）一般世帯・核家族世帯の状況 

市の核家族世帯数は年々増加しており、平成２７（２０１５）年で 22,935

世帯となっています。また、一般世帯に占める核家族世帯の割合は減少傾向と

なっています。 

 

世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（２）１８歳未満の子どもがいる世帯の状況 

市の 18 歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々増加しており、平成２７ 

（２０１５）年で 8,422 世帯となっています。また、18 歳未満の子どもがい

る核家族世帯の割合は増加傾向となっています。 
 

18 歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

  

18歳未満の子どもがいる一般世帯 18歳未満の子どもがいる核家族世帯

18歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

30,894 33,614 35,524

20,849 22,069 22,935

67.5 65.7 64.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合

8,038
8,322 8,422

7,123
7,501 7,734

88.6 90.1 91.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)
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（３）６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

市の６歳未満の子どもがいる一般世帯数はほぼ横ばいで推移しており、平成

２７（２０１５）年で 3,549 世帯となっています。また、６歳未満の子ども

がいる核家族世帯の割合は増加傾向となっています。 
 

６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

（４）ひとり親世帯の推移 

市の 18 歳未満の子どもがいる母子世帯は増減を繰り返し、平成２７   

（２０１５）年で 423 世帯となっています。また、18 歳未満の子どもがいる

父子世帯は減少しています。 
 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

18歳未満の子どもがいる母子世帯 18歳未満の子どもがいる父子世帯

６歳未満の子どもがいる一般世帯 ６歳未満の子どもがいる核家族世帯

６歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

521

613

423

70 79
47
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100

200

300

400
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平成17年 平成22年 平成27年

(世帯)

3,543 3,562 3,549
3,245 3,315 3,329

91.6 93.1 93.8
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100.0
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３ 出生の状況  

（１）出生数の推移 

市の出生数は、平成２７（２０１５）年以降減少傾向で平成２９（２０１７）

年では 719 人となっています。 
 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：統計東やまと(平成２９年版) 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計した合計特殊出生率は１

人の女性が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に産むとしたときの平均

の子どもの数であり、この数字は一般に少子化問題との関係で用いられます。

市の合計特殊出生率は増減を繰り返しながら推移しており、平成２９    

（２０１７）年で 1.59 となっています。また、全国・都と比較すると高い値

で推移しています。 
 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都人口動態統計  

東大和市 東京都 全 国

1.40
1.37

1.67

1.48

1.59
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1.45 1.44 1.43
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720 719
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(人)
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（３）母親の年齢（５歳階級）別出生率の推移 

市における母の年齢（５歳階級）別出生率の推移をみると、平成２０    

（２００８）年に比べ平成２９（２０１７）年で、35～39 歳の割合が減少、

40～44 歳の割合が増加していますが、大きな変化は見られません。 

 

母親の年齢別出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局 人口動態統計 

 

４ 就業の状況  

（１）女性の年齢別就業率の推移 

市における女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加する

M 字カーブを描いています。落ち込みの大きい 30～39 歳の就業率は平成    

２２（２０１０）年に比べ平成２７（２０１５）年で上昇し、近年ではＭ字カ

ーブは緩やかになっています。 

 

女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

1.4
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳
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49歳

（％）

13.4 

51.8 

61.3 
56.2 

58.6 

62.0 

64.5 64.5 

58.3 

46.9 

28.1 

15.2 8.0 

3.6 
1.7 

15.1

55.6
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64.3 63.5
56.7

41.7

24.6

12.9
6.5 4.1

1.6

0.0
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平成27年 平成22年
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（２）女性の年齢別就業率（国・都比較） 

市における平成２７（２０１５）年の女性の年齢別就業率を全国、都と比較

すると、各年代で全国より低いものの、東京都よりは高くなっています。特に、

60 歳代からは全国、都よりも低くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（国・都比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成２７年） 

 

（３）女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

市における平成２７（２０１５）年の女性の未婚・既婚別就業率をみると、

特に、20 歳代から 30 歳代において既婚者に比べ未婚者の就業率が高くなっ

ています。 

 

女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査（平成２７年） 
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５ 教育・保育サービス等の状況 

（１）幼稚園の状況 

市内の幼稚園の状況をみると、定員数・利用児童数・施設数とも横ばいで推移して

います。 

 

幼稚園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校基本調査（各年 5月 1日現在） 

 

（２）保育園の状況 

市内の保育園の状況をみると、定員数・利用児童数・施設数ともに増加しています。 

 

保育園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年 4月 1日現在） 
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7

3

24

0

10

20
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平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(人)

 

（３）認定こども園の状況 

市内の認定こども園の状況をみると、定員数・利用児童数・施設数ともに平成２８

（２０１６）年に大きく増加しています。利用児童数は、減少しています。 

 

認定こども園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年 4月 1日現在） 

 

（４）保育施設待機児童数の推移 

市の待機児童数の推移をみると、平成３０（２０１９）年に大きく増加し、24 人と

なっています。 

 

待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年 4月 1日現在） 
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６ 放課後児童健全育成事業（学童保育所）の状況  

放課後児童クラブの状況 

市内の学童保育所（民設民営学童保育所を含む）における利用児童数については、

増減を繰り返しながら推移しており、平成３０（２０１８）年度は７５４人となって

います。 

定員数及び施設数については増加で推移しており、平成３０（２０１８）年度の定

員数は８２０人、施設数は１３施設となっています 

 

放課後児童クラブの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青少年課（各年 4月 1日現在） 

７ その他の状況  

（１）児童虐待相談（新規）件数の推移 

市への児童虐待相談件数は、増減を繰り返しながら推移しており、平成３０    

（２０１８）年で 130件と過去５年間で約２倍となっています。 

 

児童虐待相談（新規）件数 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課（各年 3月 31日現在） 
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認定者数 認定率

633 596 615 565

14.07
13.19 13.62

12.62

0.0
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12.0

16.0

0

200

400
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平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（％）(人)

714 714 704 686 672

1,089 1,093 1,058 1,055 1,053

0

200

400

600

800

1,000

1,200
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（２）児童扶養手当受給者数の推移 

市の児童扶養手当受給者数・受給対象児童数は、ともに減少傾向となっており、平

成３０（２０１８）年で受給者数が 672 人、受給対象児童数が 1,053人となってい

ます。 

 

児童扶養手当受給者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課 

 

（３）就学援助認定者数（小学生）の推移 

市の小学生における就学援助認定者数・認定率は、増減を繰り返しながら推移して

おり、平成２９（２０１７）年で認定者数が 565 人、認定率が 12.62％となってい

ます。 

 

就学援助認定者数（小学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行政報告書 

  

受給者数 受給対象児童数

※受給世帯数及び受給対象児童数は 

１年間の月末時点の平均値で計上 
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（４）就学援助認定者数（中学生）の推移 

市の中学生における就学援助認定者数・認定率は、平成２９（２０１７）年に大き

く減少しており、認定者数が 366 人、認定率が 17.30％となっています。 

 

就学援助認定者数（中学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行政報告書 

 

  

認定者数 認定率
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第２節 子ども・子育て支援ニーズ調査結果からみえる現状 

１ 子どもと家族の状況について（未就学児）  

（１）日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の有無 

〇「緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる」

の割合が 61.2％と最も高く、次

いで「日常的に祖父母等の親族に

みてもらえる」の割合が 22.2％、

「いずれもいない」の割合が

17.6％となっています。 

 

〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「いずれもいない」

の割合が増加しています。一方、

「緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる」

「緊急時もしくは用事の際には

子どもをみてもらえる友人・知

人がいる」の割合が減少してい

ます。 

 

（２）母親の就労状況 

〇 「以前は就労していたが、現在

は就労していない」の割合が

31.4％と最も高く、次いで「パ

ート・アルバイト等（「フルタイ

ム」以外の就労）で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」

の割合が 26.8％、「フルタイム

（１週５日程度・１日８時間程度

の就労）で就労しており、産休・

育休・介護休業中ではない」の割

合が 24.0％となっています。  

％

日常的に祖父母等の親族にみ
てもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人・知人

がいる

いずれもいない

無回答

22.2

61.2

2.6

14.4

17.6

0.4

22.2

68.1

3.0

21.1

12.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

平成30年度調査

（N = 500）

平成25年度調査

（N = 576）

％

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）で就労してお
り、産休・育休・介護休業中では
ない

フルタイムで就労しているが、
産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外の就労）で就労してお
り、産休・育休・介護休業中では
ない

パート・アルバイト等で就労して
いるが、産休・育休・介護休業
中である

以前は就労していたが、現在は
就労していない

これまで就労したことがない

無回答

24.0

10.0

26.8

3.2

31.4

2.6

2.0

22.7

6.4

24.5

1.2

40.6

3.3

1.2

0 10 20 30 40 50

平成30年度調査

（N = 500）

平成25年度調査

（N = 576）
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〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「フルタイム（１

週５日程度・１日８時間程度の

就労）で就労しており、産休・育

休・介護休業中ではない」、「フル

タイムで就労しているが、産休・

育休・介護休業中である」、「パー

ト・アルバイト等（「フルタイム」

以外の就労）で就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない」

の割合が増加しています。 

 

 （３）母親の就労意向（就労者の就労意向） 

〇 「パート・アルバイト等（「フル

タイム」以外）の就労を続けるこ

とを希望」の割合が 52.0％と最

も高く、次いで「フルタイムへの

転換希望はあるが、実現できる見

込みはない」の割合が 32.0％、

「フルタイム（１週５日程度・１

日８時間程度の就労）への転換希

望があり、実現できる見込み 

がある」の割合が 10.7％となっ

ています。 

 

（４）母親の就労意向（未就労者の就労意向） 

〇 「１年より先、一番下の子ども

が（  ）歳になったころに就労

したい」の割合が 52.9％と最も

高く、次いで「就労の予定はない」

の割合が 24.7％、「すぐにでも、

もしくは１年以内に就労したい」

の割合が 18.2％となっていま

す。  

回答者数 = 150 ％

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）への転換希
望があり、実現できる見込みが

ある

フルタイムへの転換希望はある
が、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外）の就労を続けることを
希望

パート・アルバイト等をやめて子
育てや家事に専念したい

無回答

10.7

32.0

52.0

2.0

3.3

0 10 20 30 40 50 60

平成30年度調査

（N = 170）

平成25年度調査

（N = 253）

％

就労の予定はない

1 年より先、一番下の子どもが
（　）歳になったころに就労した
い

すぐにでも、もしくは１年以内に
就労したい

無回答

24.7

52.9

18.2

4.1

16.2

45.8

28.5

9.5

0 10 20 30 40 50 60
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〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「就労の予定はな

い」「１年より先、一番下の子ど

もが（  ）歳になったころに就

労したい」の割合が増加してい

ます。一方、「すぐにでも、もし

くは１年以内に就労したい」の

割合が減少しています。 

 
 
 

２ 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について（未就学児） 

（１）平日の定期的な教育・保事業の利用の有無 

〇「利用している」の割合が

66.4％、「利用していない」の割

合が 32.2％となっています。 

 

〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「利用している」

の割合が増加しています。 

  

％

利用している

利用していない

無回答

66.4

32.2

1.4

62.3

37.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

平成30年度調査

（N = 500）

平成25年度調査

（N = 576）
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（２）平日の定期的に利用している教育・保育事業 

〇 「認可保育園（国が定める最低

基準に適合した施設で都道府県

等の認可を受けたもの）」の割合

が 62.0％と最も高く、次いで

「幼稚園（幼児教育を行う施設。

通常の就園時間の利用のみ）」の

割合が 25.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 332 ％

幼稚園（幼児教育を行う施設。
通常の就園時間の利用のみ）

幼稚園の預かり保育（通常の就
園時間を延長して預かる事業の

うち定期的な利用のみ）

認可保育園（国が定める最低基

準に適合した施設で都道府県
等の認可を受けたもの）

認定こども園（幼稚園と保育施
設の機能を併せ持つ施設）

小規模保育事業（市が定める基

準により認可された定員6 人以

上19人以下の3 歳未満児の保
育を行う施設）

家庭的保育事業（保育ママ）（市
が定める基準により認可された

定員5 人以下の3 歳未満児の

保育を行う施設）

事業所内保育施設（企業が主
に従業員用に運営する施設）

認証保育所（認可保育園ではな

いが、東京都が認証した施設）

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッ
ターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業）

その他

無回答

25.0

5.7

62.0

8.1

2.1

0.6

0.9

1.2

0.3

0.0

2.1

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70
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（３）平日、定期的に利用したい教育・保育事業 

〇 「認可保育園（都道府県が定め

る基準により認可された定員

20 人以上の保育を行う施設）」

の割合が 56.6％と最も高く、次

いで「幼稚園（幼児教育を行う施

設。通常の就園時間の利用のみ）」

の割合が 50.0％、「幼稚園の預

かり保育（通常の就園時間を延

長して預かる事業のうち定期的

な利用のみ）」の割合が 28.4％

となっています。 

 

〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、大きな変化はみ

られません。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域の子育て支援拠点事業の利用状況について（未就学児）  

（１）地域子育て支援拠点事業の利用状況 

〇 「利用していない」の割合が

64.4％と最も高く、次いで「年

に数回利用した（利用している）」

の割合が 20.0％、「「かるがもひ

ろば」や「子育てひろば」」の割

合が 13.4％となっています。 

  

回答者数 = 500 ％

「かるがもひろば」や「子育てひ
ろば」

年に数回利用した（利用してい

る）

利用していない

無回答

13.4

20.0

64.4

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70

平成30年度調査

（N = 500）

平成25年度調査

（N = 576）

％

幼稚園（幼児教育を行う施設。

通常の就園時間の利用のみ）

幼稚園の預かり保育（通常の就

園時間を延長して預かる事業の

うち定期的な利用のみ）

認可保育園（都道府県が定める

基準により認可された定員20人

以上の保育を行う施設）

認定こども園（幼稚園と保育施

設の機能を併せ持つ施設）

小規模保育事業（市が定める基

準により認可された定員6 人以

上19人以下の3 歳未満児の保

育を行う施設）

家庭的保育事業（保育ママ）（市

が定める基準により認可された

定員5 人以下の3 歳未満児の

保育を行う施設）

事業所内保育施設（企業が主

に従業員用に運営する施設）

認証保育所（認可保育園ではな

いが、東京都が認証した施設）

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッ

ターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業）

その他

無回答

50.0

28.4

56.6

21.2

4.2

2.4

5.0

5.4

0.8

2.6

2.4

5.4

52.3

27.6

55.4

19.8

7.1

2.3

5.4

8.3

2.8

3.0

1.4

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70
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（２）地域子育て支援拠点事業の利用希望 

〇 「新たに利用したり、利用日数

を増やしたいとは思わない」の

割合が 72.4％と最も高く、次い

で「利用していないが、今後利用

したい」の割合が 10.4％、「す

でに利用しているが、今後利用

日数を増やしたい」の割合が

9.4％となっています。 

 

 

４ 病気等の際の対応について（未就学児） 

（１）子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった経験の有無 

〇 「あった」の割合が 74.7％、

「なかった」の割合が 22.6％と

なっています。 

 

 

 

 

５ 一時預かり等の利用状況について（未就学児） 

（１）不定期の教育・保育の利用状況 

〇 「利用していない」の割合が

78.0％と最も高く、次いで「幼

稚園の預かり保育」の割合が

10.0％、「一時預かり」の割合が

8.0％となっています。 

 

 

 

  

％

一時預かり

幼稚園の預かり保育

さわやかサービス

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

回答者数 = 500

8.0

10.0

0.2

0.6

1.2

78.0

2.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

％

あった

なかった

無回答

回答者数 = 332

74.7

22.6

2.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

回答者数 = 500 ％

利用していないが、今後利用し
たい

すでに利用しているが、今後利
用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を
増やしたいとは思わない

無回答

10.4

9.4

72.4

7.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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（２）宿泊を伴う一時預かり等の有無と対応 

〇 「あった」の割合が 16.8％、

「なかった」の割合が 78.2％と

なっています。 

 

 

 

（３）１年間の対処法 

〇 「（同居者を含む）親族・知人

に看てもらった」の割合が

77.4％と最も高く、次いで「や

むを得ず子どもを同行させた」

の割合が 25.0％、「子どもショ

ートステイを利用した（養育協

力員宅で一定期間、子どもを預

かる事業）」、「やむを得ず子ども

だけで留守番をさせた」の割合

が 2.4％となっています。 

 

 

 

  

回答者数 = 84 ％

（同居者を含む）親族・知人に看
てもらった

子どもショートステイを利用した
（養育協力員宅で一定期間、子

どもを預かる事業）

イ．以外の保育事業（認可外保
育施設、ベビーシッター等）を利
用した

やむを得ず子どもを同行させた

やむを得ず子どもだけで留守番

をさせた

その他

無回答

77.4

2.4

0.0

25.0

2.4

4.8

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

％

あった

なかった

無回答

回答者数 = 500

16.8

78.2

5.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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６ 小学校就学後の過ごさせ方について  

（１）【就学前】児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

〇  「学童保育所」の割合が

35.1％と最も高く、次いで「習

い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾など）」の割合が

32.4 ％、「自宅」の割合が

28.4％となっています。 
 

〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「学童保育所」の

割合が増加しています。一方、

「自宅」「祖父母宅や友人・知人

宅」「児童館」「放課後子ども教室」

「その他（公民館、公園など）」

の割合が減少しています。 
 

※「ランドセル来館」は平成３０（２０１８）年度から新たに追加した。 

 

（２）【就学前】児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

〇 「習い事（ピアノ教室、サッカ

ークラブ、学習塾など）」の割合

が 32.4％と最も高く、次いで

「自宅」の割合が 24.3％、「放

課後子ども教室」の割合が

14.9％となっています。 

 

〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「自宅」「祖父母宅

や友人・知人宅」「習い事（ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾

など）」「児童館」「放課後子ども

教室」「学童保育所」「その他（公

民館、公園など）」の割合が減少

しています。 

 
※「ランドセル来館」は平成３０（２０１８）年度調査から新たに追加した。  

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

学童保育所

ランドセル来館

さわやかサービス

その他（公民館、公園など）

無回答

24.3

9.5

32.4

4.1

14.9

5.4

8.1

0.0

9.5

45.9

45.0

15.7

50.0

17.9

21.4

13.6

‐

0.0

18.6

0.0

0 10 20 30 40 50 60

平成30年度調査

（N = 74）

平成25年度調査

（N = 140）

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

学童保育所

ランドセル来館

さわやかサービス

その他（公民館、公園など）

無回答

28.4

6.8

32.4

8.1

14.9

35.1

5.4

1.4

4.1

29.7

33.6

13.6

37.1

20.7

26.4

27.9

‐

1.4

12.9

0.0

0 10 20 30 40 50

平成30年度調査

（N = 74）

平成25年度調査

（N = 140）

（未就学児） 

（未就学児） 



東大和市子ども・子育て未来プラン（令和２（2020）年度～令和６（2024）年度） 

 
33 

**
*
* 第

２
章 

子
ど
も
・
子
育
て
を
取
り
巻
く
現
状 

（３）【就学】児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所   

〇 「自宅」、「習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）」

の割合が 31.1％と最も高く、次

いで「学童保育所」の割合が

21.5％となっています。 

 

〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「祖父母宅や友

人・知人宅」「習い事（ピアノ教

室、サッカークラブ、学習塾な

ど）」「児童館」「放課後子ども教

室」「学童保育所」「その他（公民

館、公園など）」の割合が減少し

ています。 

 
※「ランドセル来館」は平成３０（２０１８）年度から新たに追加した。 

 

 

（４）【就学】児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所  

〇 「習い事（ピアノ教室、サッカ

ークラブ、学習塾など）」の割合

が 39.6％と最も高く、次いで

「自宅」の割合が 33.4％、「そ

の他（公民館、公園など）」の割

合が 22.5％となっています。 

 

〇 平成２５（２０１３）年度調査

と比較すると、「自宅」「祖父母宅

や友人・知人宅」「習い事（ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾

など）」「児童館」「放課後子ども

教室」「学童保育所」「その他（公

民館、公園など）」の割合が減少

しています。 

 
※「ランドセル来館」は平成３０（２０１８）年度から新たに追加した。 

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

学童保育所

ランドセル来館

さわやかサービス

その他（公民館、公園など）

無回答

33.4

8.9

39.6

6.1

10.9

3.8

2.4

0.3

22.5

45.4

59.2

23.4

78.3

19.7

34.1

15.9

‐

0.0

43.4

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

平成30年度調査

（N = 293）

平成25年度調査

（N = 346）

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

学童保育所

ランドセル来館

さわやかサービス

その他（公民館、公園など）

無回答

31.1

8.2

31.1

7.5

19.5

21.5

2.4

0.0

12.6

35.5

28.7

19.1

64.7

17.6

36.4

34.4

‐

0.6

36.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

平成30年度調査

（N = 293）

平成25年度調査

（N = 346）

（小学生） 

（小学生） 



 
34 

回答者数 = 498 ％

1

2

3

4

5

無回答

6.8

13.9

47.4

24.7

6.0

1.2

0 10 20 30 40 50 60

低い 

高い 

７ 育児休業制度の利用状況について（未就学児) 

（１）母親の育児休業の取得状況 

〇 「働いていなかった」の割合が

48.4％と最も高く、次いで「取

得した」の割合が 35.4％、「取

得していない」の割合が9.0％と

なっています。 

 

 

８ 相談の状況について（未就学児) 

（１）就学前児童保護者の気軽に相談できる人の有無 

〇  「いる／ある」の割合が

96.4％、「いない／ない」の割合

が 3.2％となっています。 

 

 

９ 子育て全般について  

（１）就学前児童保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

（未就学児） 

 

〇 「３」の割合が 47.4％と最も

高く、次いで「４」の割合が

24.7％、「２」の割合が 13.9％

となっています。  

 

 

 

 

 

 

  

％

取得した

取得中である

取得していない

働いていなかった

無回答

回答者数 = 500

35.4

5.2

9.0

48.4

2.0

0 10 20 30 40 50 60

回答者数 = 500 ％

いる／ある

いない／ない

無回答

96.4

3.2

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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回答者数 = 293 ％

1

2

3

4

5

無回答

5.8

18.8

51.5

18.8

3.8

1.4

0 10 20 30 40 50 60

低い 

高い 

 

（２）就学児童の保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

〇 「３」の割合が 51.5％と最も

高く、次いで「２」、「４」の割合

が 18.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

10 中学生・高校生について  

（１）自己肯定感 

〇 中学生、高校生ともに、「②好きなこと・やりたいことがある」では、「とてもあ

てはまる」の割合が高くなっています。「①自分のことが好きである」では「あまり

あてはまらない」と「まったくあてはまらない」を合わせたあてはまらない割合が

約３割となっており、自己肯定感が低い人もいます。 

 

 【中学生】 【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とてもあてはまる だいたいあてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない 無回答

N = 59

⑦自分は愛されていると
感じる

⑧新しい友達をつくる自信
がある

⑨他の人に比べて物事を
うまく進めることができる

①自分のことが好きであ
る

②好きなこと・やりたいこ
とがある

③人前で自分の意見をき
ちんと言える

④自分に自信がなくなる
時がある

⑤困難があっても最後ま
でやりとげようとする

⑥時間を自分で決めて行
動できる

23.7

54.2

23.7

32.2

23.7

25.4

42.4

23.7

18.6

45.8

30.5

49.2

49.2

59.3

49.2

35.6

47.5

42.4

23.7

13.6

22.0

13.6

13.6

20.3

13.6

22.0

28.8

6.8

1.7

5.1

5.1

3.4

5.1

8.5

6.8

8.5 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
N = 77

⑦自分は愛されていると
感じる

⑧新しい友達をつくる自信
がある

⑨他の人に比べて物事を
うまく進めることができる

①自分のことが好きであ
る

②好きなこと・やりたいこ
とがある

③人前で自分の意見をき
ちんと言える

④自分に自信がなくなる
時がある

⑤困難があっても最後ま
でやりとげようとする

⑥時間を自分で決めて行
動できる

19.5

71.4

23.4

24.7

29.9

18.2

33.8

40.3

18.2

48.1

20.8

49.4

39.0

45.5

41.6

49.4

27.3

37.7

27.3

6.5

20.8

24.7

18.2

29.9

14.3

29.9

36.4

3.9

1.3

6.5

9.1

6.5

9.1

2.6

2.6

7.8

1.3

2.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（小学生） 
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11 学校や友人について  

（１）学校は楽しいか 

〇 中学生では、「まあまあ楽しい」の割合が 46.8％と最も高く、次いで「とても楽

しい」の割合が 36.4％、「まったく楽しくない」の割合が 6.5％となっています。 

 

〇 高校生では、「まあまあ楽しい」の割合が 42.4％と最も高く、次いで「とても楽

しい」の割合が 37.3％、「あまり楽しくない」の割合が 11.9％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）いじめや無視された経験 

〇 中学生では、「ない」の割合が 68.8％と最も高く、次いで「以前はあった」の割

合が 14.3％、「少しある」の割合が 11.7％となっています。 

 

〇 高校生では、「ない」の割合が 78.0％と最も高く、次いで「少しある」の割合が

13.6％、「以前はあった」の割合が 6.8％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

とても楽しい

まあまあ楽しい

あまり楽しくない

まったく楽しくない

どちらともいえない

無回答

回答者数 = 77

36.4

46.8

5.2

6.5

3.9

1.3

0 10 20 30 40 50 60

％

とても楽しい

まあまあ楽しい

あまり楽しくない

まったく楽しくない

どちらともいえない

無回答

回答者数 = 59

37.3

42.4

11.9

5.1

1.7

1.7

0 10 20 30 40 50

％

ない

少しある

時々ある

以前はあった

よくある

無回答

回答者数 = 77

68.8

11.7

2.6

14.3

1.3

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

％

ない

少しある

時々ある

以前はあった

よくある

無回答

回答者数 = 59

78.0

13.6

0.0

6.8

0.0

1.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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（３）不登校について感じること 

〇 中学生では、「不登校もひとつの選択肢だと思う」の割合が 24.7％と最も高く、

次いで「疑問に思う」の割合が 22.1％、「かわいそうだ」の割合が 19.5％となっ

ています。 

 

〇 高校生では、「不登校もひとつの選択肢だと思う」の割合が 50.8％と最も高く、

次いで「自分には関係ない」の割合が 20.3％、「不登校になるのは仕方がない」、

「かわいそうだ」の割合が 6.8％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）不登校についてできること 

〇 中学生では、「相談や悩みを聞く」の割合が 41.6％と最も高く、次いで「見守る」

の割合が 26.0％、「自分にできる事はない」の割合が 19.5％となっています。 

〇 高校生では、「自分にできる事はない」の割合が 28.8％と最も高く、次いで「相

談や悩みを聞く」の割合が 27.1％、「見守る」の割合が 25.4％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 59 ％

一緒に考える

相談や悩みを聞く

先生や信頼できる相談相手を

探す

見守る

自分にできる事はない

その他

無回答

3.4

27.1

6.8

25.4

28.8

3.4

5.1

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 77 ％

一緒に考える

相談や悩みを聞く

先生や信頼できる相談相手を
探す

見守る

自分にできる事はない

その他

無回答

3.9

41.6

0.0

26.0

19.5

5.2

3.9

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 59 ％

不登校になるのは仕方がない

不登校もひとつの選択肢だと思
う

かわいそうだ

疑問に思う

自分には関係ない

その他

無回答

6.8

50.8

6.8

5.1

20.3

8.5

1.7

0 10 20 30 40 50 60

回答者数 = 77 ％

不登校になるのは仕方がない

不登校もひとつの選択肢だと思
う

かわいそうだ

疑問に思う

自分には関係ない

その他

無回答

9.1

24.7

19.5

22.1

11.7

10.4

2.6

0 10 20 30 40 50
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（５）悩みごとの有無 

〇 中学生では、「ある」の割合が 55.8％と最も高く、次いで「ない」の割合が 32.5％、

「わからない」の割合が 10.4％となっています。 

 

〇 高校生では、「ある」の割合が 66.1％と最も高く、次いで「ない」の割合が 22.0％、

「わからない」の割合が 10.2％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）悩みごとの内容 

〇 中学生では、「勉強のこと」の割合が 86.0％と最も高く、次いで「友達のこと」

の割合が 41.9％、「身体のこと」の割合が 20.9％となっています。 

 

〇 高校生では、「勉強のこと」の割合が 76.9％と最も高く、次いで「友達のこと」

の割合が 15.4％、「身体のこと」の割合が 12.8％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

  

％

ある

ない

わからない

無回答

回答者数 = 77

55.8

32.5

10.4

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70

％

ある

ない

わからない

無回答

回答者数 = 59

66.1

22.0

10.2

1.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

％

勉強のこと

身体のこと

友達のこと

いじめのこと

先輩・後輩のこと

家族のこと

恋愛のこと

その他

無回答

回答者数 = 43

86.0

20.9

41.9

7.0

18.6

4.7

11.6

7.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

％

勉強のこと

身体のこと

友達のこと

いじめのこと

先輩・後輩のこと

家族のこと

恋愛のこと

その他

無回答

回答者数 = 39

76.9

12.8

15.4

0.0

2.6

5.1

2.6

25.6

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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（７）相談相手 

〇 中学生では、「友達」の割合が 67.5％と最も高く、次いで「母親」の割合が

59.7％、「自分で解決する」の割合が 40.3％となっています。 

 

〇 高校生では、「友達」の割合が 71.2％と最も高く、次いで「母親」の割合が

55.9％、「自分で解決する」の割合が 30.5％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 59 ％

友達

父親

母親

兄弟姉妹

その他の親戚

学校の職員・先生

塾や習い事の先生

自分で解決する

相談したいが、相談できる人が
いない

その他

無回答

71.2

23.7

55.9

13.6

3.4

10.2

6.8

30.5

1.7

1.7

6.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

回答者数 = 77 ％

友達

父親

母親

兄弟姉妹

その他の親戚

学校の職員・先生

塾や習い事の先生

自分で解決する

相談したいが、相談できる人が
いない

その他

無回答

67.5

19.5

59.7

13.0

3.9

14.3

5.2

40.3

1.3

2.6

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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（８）大切だと思う友達 

〇 中学生では、「お互いの悩みを相談しあえる人」の割合が 31.2％と最も高く、次

いで「一緒によく遊ぶ人」の割合が 27.3％、「大切なことを分かち合える人」の割

合が 26.0％となっています。 

 

〇 高校生では、「お互いの悩みを相談しあえる人」の割合が 35.6％と最も高く、次

いで「一緒によく遊ぶ人」の割合が 23.7％、「大切なことを分かち合える人」の割

合が 20.3％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 59 ％

ＳＮＳ等を頻繁にする人

一緒によく遊ぶ人

お互いの悩みを相談しあえる人

大切なことを分かち合える人

その他

無回答

1.7

23.7

35.6

20.3

11.9

6.8

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 77 ％

ＳＮＳ等を頻繁にする人

一緒によく遊ぶ人

お互いの悩みを相談しあえる人

大切なことを分かち合える人

その他

無回答

0.0

27.3

31.2

26.0

5.2

10.4

0 10 20 30 40 50
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12 子どもの権利について  

（１）自分を大切にしているか 

〇 中学生では、「している」の割合が 66.2％と最も高く、次いで「わからない」の

割合が 27.3％、「していない」の割合が 6.5％となっています。 

 

〇 高校生では、「している」の割合が 76.3％と最も高く、次いで「わからない」の

割合が 20.3％、「していない」の割合が 3.4％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）他人を大切にしているか 

〇 中学生では、「している」の割合が 89.6％と最も高く、次いで「わからない」の

割合が 10.4％となっています。 

 

〇 高校生では、「している」の割合が 81.4％と最も高く、次いで「わからない」の

割合が 16.9％、「していない」の割合が 1.7％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

  

％

している

していない

わからない

無回答

回答者数 = 77

66.2

6.5

27.3

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

％

している

していない

わからない

無回答

回答者数 = 59

76.3

3.4

20.3

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

％

している

していない

わからない

無回答

回答者数 = 77

89.6

0.0

10.4

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

％

している

していない

わからない

無回答

回答者数 = 59

81.4

1.7

16.9

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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13 将来について  

（１）将来への不安 

〇 中学生では、「ちゃんとした収入を得て生活をしていけるか不安」の割合が

64.9％と最も高く、次いで「自分のやりたい仕事が見つかるかどうか不安」の割

合が 61.0％、「社会人として周囲の人とうまくやっていけるか不安」の割合が

41.6％となっています。 

 

〇 高校生では、「ちゃんとした収入を得て生活していけるか不安」の割合が

47.5％と最も高く、次いで「自分のやりたい仕事が見つかるかどうか不安」の割

合が 42.4％、「社会人として周囲の人とうまくやっていけるか不安」の割合が

35.6％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 59 ％

自分のやりたい仕事が見つかる
かどうか不安

ちゃんとした収入を得て生活し
ていけるか不安

自分に合う人が見つかって結婚
できるか不安

社会人として周囲の人とうまく
やっていけるか不安

何となく不安

経済・社会状況がどうなってい
るか不安

特に不安に思うことはない

その他

無回答

42.4

47.5

32.2

35.6

30.5

22.0

5.1

1.7

1.7

0 10 20 30 40 50 60

回答者数 = 77 ％

自分のやりたい仕事が見つかる
かどうか不安

ちゃんとした収入を得て生活を
していけるか不安

自分に合う人が見つかって結婚
ができるか不安

社会人として周囲の人とうまく
やっていけるか不安

何となく不安

経済・社会状況がどうなってい
るか不安

特に不安に思うことはない

その他

無回答

61.0

64.9

26.0

41.6

36.4

32.5

6.5

2.6

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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（２）なりたい将来像 

〇 中学生では、「好きなことをしながら生活したい」の割合が 46.8％と最も高く、

次いで「思いやりのあるやさしい人になりたい」の割合が 29.9％、「家族や周りの

人たちと円満に楽しく暮らしたい」の割合が 26.0％となっています。 

 

〇 高校生では、「好きなことをしながら生活したい」の割合が 32.2％と最も高く、

次いで「自分の個性や才能を生かしたい」、「家族や周りの人たちと円満に楽しく暮

らしたい」の割合が 30.5％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

  

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 59 ％

社会に貢献したい

有名人になりたい

自分の個性や才能を生かした
い

お金持ちになって豊かな生活を
したい

好きなことをしながら生活したい

家族や周りの人たちと円満に楽
しく暮らしたい

思いやりのあるやさしい人にな
りたい

夢や生きがいは特にない

その他

わからない・特にない

無回答

15.3

3.4

30.5

13.6

32.2

30.5

23.7

3.4

5.1

8.5

6.8

0 10 20 30 40 50
回答者数 = 77 ％

社会に貢献したい

有名人になりたい

自分の個性や才能を生かした
い

お金持ちになって豊かな生活を
したい

好きなことをしながら生活したい

家族や周りの人たちと円満に楽
しく暮らしたい

思いやりのあるやさしい人にな
りたい

その他

わからない・特にない

無回答

14.3

5.2

19.5

22.1

46.8

26.0

29.9

3.9

5.2

6.5

0 10 20 30 40 50 60
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14 暮らしについて  

（１）現在の暮らしの状況 

〇 未就学児では、「普通」の割合が 60.4％と最も高く、次いで「やや苦しい」の割

合が 20.8％、「ややゆとりがある」の割合が 11.8％となっています。 
 

〇 小学生では、「普通」の割合が 55.3％と最も高く、次いで「やや苦しい」の割合

が 25.3％、「ややゆとりがある」の割合が 10.2％となっています。 
 

〇 未就学児では、「やや苦しい」「大変苦しい」を合わせた苦しいと感じている人が

２割半ば、小学生では約３割となっており、支援を必要とする家庭がいることが分

かります。 
 

【未就学児】     【小学生】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）生活の満足度 

〇 中学生では、「満足している」の割合が 42.9％と最も高く、次いで「まあまあ満

足している」の割合が 26.0％、「普通」の割合が 15.6％となっています。 
 

〇 高校生では、「満足している」の割合が 37.3％と最も高く、次いで「まあまあ満

足している」の割合が 30.5％、「普通」の割合が 22.0％となっています。 

 

【中学生】     【高校生】 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

大変ゆとりがある

ややゆとりがある

普通

やや苦しい

大変苦しい

無回答

回答者数 = 500

1.2

11.8

60.4

20.8

5.4

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70
％

大変ゆとりがある

ややゆとりがある

普通

やや苦しい

大変苦しい

無回答

回答者数 = 293

2.4

10.2

55.3

25.3

5.5

1.4

0 10 20 30 40 50 60 70

％

満足している

まあまあ満足している

普通

少し不満

とても不満

無回答

回答者数 = 77

42.9

26.0

15.6

11.7

2.6

1.3

0 10 20 30 40 50

％

満足している

まあまあ満足している

普通

少し不満

とても不満

無回答

回答者数 = 59

37.3

30.5

22.0

5.1

3.4

1.7

0 10 20 30 40 50
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（３）世帯の収入 

〇 未就学児では、「400～500万円未満」の割合が17.2％と最も高く、次いで「500

～600 万円未満」の割合が 16.6％、「600～700 万円未満」の割合が 13.4％と

なっています。 

 

〇 小学生では、「500～600 万円未満」の割合が 15.7％と最も高く、次いで「400

～500 万円未満」の割合が 14.0％、「700～800 万円未満」の割合が 10.9％と

なっています。 

 

【未就学児】     【小学生】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 293 ％

0 円

１～50万円未満

50～100 万円未満

100 ～200 万円未満

200 ～300 万円未満

300 ～400 万円未満

400 ～500 万円未満

500 ～600 万円未満

600 ～700 万円未満

700 ～800 万円未満

800 ～900 万円未満

900 ～1,000 万円未満

1,000 万円以上

不明

無回答

0.3

0.7

0.7

2.7

3.1

7.5

14.0

15.7

9.9

10.9

10.2

8.9

10.2

2.7

2.4

0 5 10 15 20 25 30
回答者数 = 500 ％

0 円

１～50万円未満

50～100 万円未満

100 ～200 万円未満

200 ～300 万円未満

300 ～400 万円未満

400 ～500 万円未満

500 ～600 万円未満

600 ～700 万円未満

700 ～800 万円未満

800 ～900 万円未満

900 ～1,000 万円未満

1,000 万円以上

不明

無回答

0.0

0.2

0.4

2.2

3.8

9.0

17.2

16.6

13.4

10.8

7.8

5.2

6.6

3.8

3.0

0 5 10 15 20 25 30
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第３節 東大和市の子どもと子育て家庭を取り巻く課題 

市では、東大和市子ども・子育て支援事業計画（第１期計画）策定後、子育て支援

に関する各施策や事業を計画の体系等に沿い実施してきました。本計画の策定にあた

り、第１期計画における事業に対する評価、平成３０（２０１８）年度に実施した子

ども・子育て支援ニーズ調査の結果に基づく市民のニーズ等を踏まえ、市の子どもや

子育て家庭を取り巻く課題を整理しました。 

 

１ 妊娠、出産、育児期までの切れ目のない支援体制の構築  

〇 近年、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化、男性中心型労働慣行による男

性の家事や育児へ参画できない状況等から、地域の中で子育て家庭が孤立している

可能性があります。そのような状況の中、子育て支援においては、子育て家庭に寄

り添いながら妊娠期から出産、育児期にかけての切れ目のないサポート体制の構築

が求められています。 

 

〇 ニーズ調査では、子育てに関して、日常悩んでいることとして、未就学児では「子

どもを叱りすぎているような気がすること」、「食事や栄養に関すること」、「病気や

発育・発達に関すること」の割合が高く、小学生では「子どもの教育に関すること」、

「子どもを叱りすぎているような気がすること」の割合が高くなっています。子ど

ものライフステージによって、子育てに関する悩みは異なり、保健分野や教育分野

など多岐に渡っています。 

 

〇 市では、子ども家庭支援センター（かるがも）や保健センターにおいて相談支援

体制の充実を図っていますが、ニーズ調査では、地域の子育て支援事業の利用者が

３割半ばであり、子育て支援情報の更なる充実や気軽に相談できる体制づくりなど

を求める意見が出されています。 

 

〇 子育て家庭の「子育て」に対する不安感が軽減され、明るい展望を持てるよう、

子育てに関する情報の周知を図るとともに、子ども家庭支援センターと保健センタ

ー（母子保健事業）が一体的に妊娠、出産、子育てに関する相談に応じ、保健、医

療、福祉、教育等の関係機関による切れ目のない支援を行うことができる支援体制

の構築が必要です。 
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２ 子育て家庭が安心して子育てできる環境の整備  

（１）保育ニーズへの対応について 

〇 市では、これまで新たな認可保育園の増築や都有地を活用した保育施設の整備の

検討、保育士確保に向けた支援を行うなど、保育ニーズへの対応を図ってきました。 

ニーズ調査では、前回調査に比べ、母親の就労希望が増加し、一時預かりや病児保

育の充実などを求める声が多くなっており、さらに多様化する保育ニーズへの対応

などが求められています。 

 

〇 令和元（２０１９）年 10 月から実施された幼児教育・保育の無償化や、待機児

童解消等を目指す国の「子育て安心プラン」の動向などを踏まえ、ニーズ調査の結

果を総合的に勘案し、待機児童対策に向けた保育人材の確保を行うとともに、教育・

保育のさらなる質の向上が必要です。 

 

（２）放課後等の居場所について 

〇 ニーズ調査では、就学前児童のうち低学年児童が、放課後に過ごす居場所として、

「学童保育所」が 35.1％と、前回調査に比べ大きく増加しています。また、公園等

の遊び場に関する意見なども出されています。 

 

〇 近年、子どもが巻き込まれる事件・事故が多発し、子どもの貧困や児童虐待、い

じめ、不登校、自殺などの社会問題が顕在化しています。そのような状況の中で、

すべての就学児童が、安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができる

放課後等の子どもの居場所づくりが重要です。 
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３ すべての子どもの健やかな成長への支援  

（１）子どもたちの健やかな成長を支援できる環境について 

〇 市では、「日本一子育てしやすいまちづくり」を推進していくため、「東大和市子

どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）」の制定準備を進めており、

すべての子どもが自分らしく健やかに成長できるようなまちづくりを進めています。

一方で、子どもの貧困、いじめ問題、虐待や自殺など、子どもを取り巻く状況は複

雑になっています。 

 

〇 ニーズ調査では、自分を大切にしている割合は、中学生で 66.2％、高校生で

76.3％であり、自己肯定感が低い割合は約３割となっています。子どもの声を聴き、

寄り添い、子どもたちの視点に立って、すべての子どもたちの健やかな成長を支援

できる環境の整備を図ることが必要です。 

 

（２）相談しやすい環境について 

〇 ニーズ調査では、未就学児について、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」、

「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」の割合が大半を占

めているものの、「いずれもいない（みてもらえる親族・知人がいない）」の割合が

平成２５（２０１３）年度調査に比べ増加しています。さらに、日常生活において

保護者が孤立感を感じる割合は、未就学児で約２割、小学生で約１割となっていま

す。 

 

〇 市では、高齢者見守りネットワーク「大きな和」の見守り対象を子どもにも拡大

し、包括的な支援体制の構築を図っているところです。 

このような地域の取組みを踏まえながら、子どもの安全を確保するとともに、子

育てへの不安感や孤立感、負担感を感じる子育て家庭に対し、相談しやすい環境の

整備を図ることが必要です。 
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第３章    計画の基本的な考え方 

 

第１節 基本理念 

〇 市では、平成２７（２０１５）年度から「日本一子育てしやすいまちづくり」を

重要施策として掲げ、平成２７（２０１５）年 3 月に「東大和市子ども・子育て支

援事業計画」を策定し、子ども・子育て支援施策を総合的に進めてきました。 

  また、平成３１（２０１９）年度から、東大和市の未来を担う子どもたちの健や

かな成長を守り育み、子どもたち自身が自分らしく、未来に向けて夢や希望をもち、

社会の一員として生きていける力を育めるよう、子どもから大人までのすべての市

民、地域関係者・事業者及び市が相互に協力し、取り組むための、子ども・子育て

に関する「共通の理念・指針」として、「東大和市子どもと大人のやくそく（東大和

市子ども・子育て憲章）」の制定に向けた準備を進めています。 

 

〇 本計画では、「東大和市子ども・子育て支援事業計画」の理念や方向性などを引き

継ぎ、市のすべての子どもたちの健やかな育ちと若者・子育て世代を支援するため、

市民一人ひとりが子育てについて理解と認識を深め、家庭、教育・保育施設、学校、

事業者、地域の関係者等の皆様と行政が相互に協力し、地域社会が一体となって取

り組んでいけるまちをめざして、計画の基本理念を次のとおり定めます。 

 

 

基 本 理 念 
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第２節 基本目標 

基本理念の実現に向け、以下の５つの基本目標を掲げます。 

 

１ 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援の仕組みをつくります    

安心して子育てをするためには、教育・保育施設を利用する子どもの家庭のみなら

ず、在宅の子育て家庭を含むすべての子ども及び子育て家庭を対象として、妊娠・出

産期からの切れ目のない支援が必要です。 

子育てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が、孤立することがないよう、家

庭環境等の変化により多様化する生活課題への相談等に応じ、妊娠期から子育て期に

わたる切れ目のない支援を行うことで、妊産婦とその家族の出産・子育ての不安を軽

減し、安心して子どもを生み育てることができる仕組みをつくります。 

 

２ ライフステージに沿った子どもの成長と発達を支援する環境をつくります 

乳幼児期は、心情、意欲、態度、基本的生活習慣等生涯にわたる人格形成の基礎が

培われる重要な時期です。そのことを踏まえ、発達に応じた教育・保育を通じ、子ど

もの健やかな発達を保障するとともに、学齢期となる小学校生活へスムーズに移行が

できるよう関係職員の連携が深まる取組を進めます。 

また、家庭、学校、地域が一体となって、子ども自らの力を培い、伸ばし、支えて

いく教育環境づくりを推進するとともに、次代を担う若者が子どもを生み育てること

の意義を学べる機会の提供などの取組を進めます。 

 

３ 子育てしやすい安全・安心な環境をつくります  

核家族化や共働き家庭の増加などの社会状況の変化によって、保育ニーズが高まっ

ています。 

このような保育ニーズの高まりに対応していけるよう、乳幼児期における保育サー

ビスの充実や就学児童の放課後の活動場所の充実を図るとともに、地域や子育て支援

を行う団体等と密接に連携・協力して、子どもの成長に応じた適切な支援が受けられ

る、子育てしやすい環境をつくります。 
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４ 子ども・若者の健やかな成長と自立を支える地域をつくります   

次代を担う子どもや若者たちが、社会の一員として自立するためには、心身ともに

健やかに成長し、自ら学び考え行動する力や、社会の発展に主体的に貢献する力を身

に付けていくことが必要です。 

全ての子どもや若者たちの最善の利益が守られ、健やかに学び成長でき、社会の一

員として自立していける地域をつくります。 

 

 

５ 支援や配慮を必要とする子どもや家庭を支える地域をつくります 

障害のある児童等、配慮が必要な子どもや保護者のニーズに応じ、子どもの特性に

合わせた継続的で適切な支援が必要です。 

児童虐待については、地域社会が一体となって児童虐待の未然防止・早期発見に取

り組むことが必要です。 

経済的困難を抱えるなど、貧困の状況にある子どもや保護者の支援については、国

が示す方向性等を踏まえながら、相談や負担軽減などの支援施策を関係機関と連携し、

総合的な対応を図ります。 
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第３節 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あ
ふ
れ
る
笑
顔
で 
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て
の
子
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も
た
ち
の
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か
な
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と
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せ
を
育
む
ま
ち 

東
大
和 

［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向性 ］ ［ 基本目標 ］ 

（１）子育て家庭に対する相談体制の充実 

２ ライフステージに

沿った子どもの成

長と発達を支援す

る環境をつくりま

す 

【対応・関連する計画】 

 ○第２期子ども・子育て支
援事業計画 

 ○第１期次世代育成支援

行動計画 
 ○第１期新・放課後子ど

も総合プランに基づく

市行動計画 

３ 子育てしやすい安

全・安心な環境を

つくります 
【対応・関連する計画】 

 ○第２期子ども・子育て

支援事業計画 

 ○第１期次世代育成支援

行動計画 

 ○第１期新・放課後子ど

も総合プランに基づく

市行動計画 

 

４ 子ども・若者の健

やかな成長と自立

を支える地域をつ

くります 
【対応・関連する計画】 

 ○第１期子ども・若者計画 

５ 支援や配慮を必要

とする子どもや家

庭を支える地域を

つくります 
【対応・関連する計画】 

 ○第１期子どもの貧困対策

計画 

（２）安心して子どもを生み育てることができる 
   環境の整備 

（３）妊娠・出産・育児期の健康づくりへの支援 

（４）子育て家庭を地域で支える仕組みの充実 

（１）家庭教育の充実 

（２）幼児教育・学校教育の充実 

（３）就学前教育と小学校教育との連携 

（４）子どもの健全な成長への支援 

（５）放課後等の居場所づくりへの支援 

（１）子どもたちの安全の確保 

（２）子育てと仕事の両立支援の仕組みづくり 

（３）子育てを支援する生活環境の整備 

（４）健やかな成長を支える教育・保育環境の 
   充実 

（１）子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす教   
   育の充実 

（２）青少年の健全育成の推進 

（３）生きづらさを抱える若者への支援 

（１）児童虐待防止対策の推進 

（２）子どもと子どもの育ちを支える者への支援    
  （家庭的養護を含む） 

（３）貧困の状況にある子どもたちへの支援 

（４）障害のある子どもへの支援 

１ 妊娠・出産・子育

ての切れ目のない

支援の仕組みをつ

くります 
【対応・関連する計画】 

 ○第２期子ども・子育て

支援事業計画 

 ○第１期次世代育成支援

行動計画 
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［  関連する事業  ］ 

（１）ケアラー支援事業（２）利用者支援事業（保育コンシェルジュ事業・特定型）（３）利用者支援事業（母子保健型）（４）子育て総合相談・

専門相談（子ども家庭支援センター運営事業）（５）母子保健健康教育・相談事業（６）育児相談事業（すこやか広場） 

（１）保育園事業（２）認定こども園事業（３）小規模保育事業（４）家庭的保育事業（５）事業所内保育事業（６）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター事業）（７）地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業）（８）一時預かり事業・緊急一時保育事業（９）子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業）  

（10）休日急患診療所運営事業（11）幼稚園事業 

（１）病児・病後児保育事業（２）養育支援訪問事業（３）母子健康手帳交付時面接事業（４）乳児家庭全戸訪問事業（５）両

親学級事業（６）妊婦健診事業（７）妊婦歯科健診事業 

（１）子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業）（２）子ども食堂運営補助事業（３）青少年対策事業 

（１）公民館事業（保育付講座、親子サロン）（２）プラネタリウム投影事業 

（１）児童発達支援事業（２）子ども支援員派遣事業（３）学習支援員事業（４）中央図書館見学会事業（５）図書館によるお話会・出前お話会

事業（６）郷土博物館による授業の受入れ・講師派遣・出張授業事業（７）プラネタリウム事業（学習投影・幼児投影） 

（１）就学支援シート活用事業 

（１）児童手当支給事業（２）児童扶養手当支給事業（３）児童育成手当支給事業（４）乳幼児医療費助成事業（５）義務教育就学児医療費助成
事業（６）養育支援訪問事業（７）ひとり親家庭等医療費助成事業（８）東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）事業
（９）薬物乱用防止の普及啓発事業（10）乳幼児健診事業（11）乳幼児歯科保健事業（12）乳幼児栄養教室・親子料理教室事業（13）食育推進教
室事業（14）予防接種・予防接種費用助成事業（15）さわやか教育相談室事業（16）サポートルーム事業（17）スクールカウンセラー事業（18）
スクールソーシャルワーカー事業(19)私立幼稚園保護者に対する補助事業 

 
（１）放課後等デイサービス事業（２）無料学習塾の支援（３）子ども食堂運営補助事業（４）児童館運営事業（５）ランドセル来館事業（６）放課後児童

健全育成事業（学童保育所）（７）子どもの学習・生活支援事業（８）放課後子ども教室推進事業 

（１）ミュージックチャイム（夕やけこやけ）事業（２）青色回転灯ﾊﾟﾄﾛｰﾙｶｰ巡回事業（３）安全安心情報送信サービス 
（４）交通安全施設管理事業（５）公園管理・狭山緑地管理・子ども広場管理事業（６）通学路防犯カメラ設置・維持管理事業
（７）スクールガード事業（８）青少年対策事業（あいさつ・見守り・パトロール） 

（１）男女共同参画推進事業（２）保育園事業（３）延長保育事業（保育園・小規模保育・認証保育所）（４）休日・年末保育事業（５）認可外保育施設利用者に対する補助事業（６）認

定こども園事業（７）小規模保育事業（８）家庭的保育事業（９）事業所内保育事業（10）病児・病後児保育事業（お迎えサービス）（11）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポー

ト・センター事業）（12）延長保育事業（学童保育所）（13）一時預かり保育（幼稚園型）事業（14）幼稚園事業 

 

（１）保育施設の整備事業（２）赤ちゃん・ふらっと整備事業（３）東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）事業 

（１）サポートルーム事業 

（１）受験生チャレンジ支援事業（２）就学支援シート活用事業 

（１）小中学生対象人権啓発事業（２）中学生の「税についての作文」コンクール事業（３）社会を明るくする運動（更生保護
事業）（４）明るい選挙ポスターコンクール事業（５）東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）事業
（６）環境教室事業（施設見学会）（７）消費者保護対策事業（８）新成人参加型の成人式事業（９）小・中学生の広島派遣事業
（10）青少年問題協議会事業（11）青少年対策事業（12）公民館５館共同事業「夏休み☆みんなでつくる遊空間」 
 
（１）精神障害者地域生活支援センター（ウエルカム）事業（２）（仮称）子どもの未来応援ネットワーク会議運営事業（３）生

活困窮者自立相談支援事業（４）就職情報室事業 

 
（１）児童虐待対応事業（子ども家庭支援センター運営事業）（２）要保護児童対策地域協議会運営事業（子ども家庭支援センタ

ー運営事業） 

（１）（仮称）子どもの未来応援ネットワーク会議運営事業（２）子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業）（３）子ども食堂運営補助事

業（４）母子・父子福祉資金貸付事業（５）母子家庭等自立支援給付金支給事業（６）高等学校卒業程度認定試験合格支援事業（７）母子・父子

自立支援プログラム策定事業（８）母子生活支援施設保護事業（９）ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業（10）助産実施事業 

（１）受験生チャレンジ支援事業（２）実費徴収に係る補足給付事業（３）無料学習塾の支援（４）子ども食堂運営補助事業

（５）子どもの学習・生活支援事業（６）被保護者自立促進事業（７）就学援助事業 

（１）放課後等デイサービス事業（２）児童発達支援事業（３）障害児相談支援事業（４）発達障害者支援連絡会事業（５）心身障害児福祉手当

支給事業（６）乳幼児発達健康診査・乳幼児経過観察発達相談事業（障害の早期発見）（７）就学相談（８）巡回相談 
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第４節 ライフステージからみた切れ目のない支援の取組 

基本理念の実現に向け、子ども・子育て支援法に定められた事業を中心に施策を展

開するとともに、子ども・若者、子育て支援を取り巻く現状と課題を踏まえながら、

子どもの成長に合わせた切れ目のない支援を行います。 
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第４章    施策の展開 

 

基本目標１ 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援の仕組みをつくります 

安心して子育てをするためには、教育・保育施設を利用する子どもの家庭を対象と

するだけではなく、すべての子ども及び子育て家庭を対象として、妊娠・出産期から

の切れ目のない支援を行っていくことが必要です。 

子育てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が、孤立することがないよう、家

庭環境等の変化により多様化する生活課題への相談等に応じ、妊娠期から子育て期に

わたる切れ目のない支援が受けられることで、妊産婦とその家族の出産・子育ての不

安が軽減され、安心して子どもを生み育てることができる仕組みをつくります。 

 

※各事業に、関連する計画のマークを付けています。 

：第１期東大和市次世代育成支援行動計画 

：第２期東大和市子ども・子育て支援事業計画 

：第１期東大和市子ども・若者計画 

：第１期東大和市子どもの貧困対策計画 

 

 

１ 子育て家庭に対する相談体制の充実 

（１）ケアラー支援事業（担当課：障害福祉課） 

次世代 

【事業の内容】 

総合福祉センターは～とふるにおいて、障害児（者）を介護している方に対して、

障害の制度等についての情報提供を行うとともに、介護負担を軽減するため、相談支

援や交流会等を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

事業を開始して間もないため、様々に工夫をして事業に取り組んでいます。新たに多

くの方に参加してもらうために、事業内容の充実と市民への周知に努めます。 

  

次世代 

子・子 

子・若 

貧困対策 
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（２）利用者支援事業（保育コンシェルジュ事業・特定型）（担当課：保育課） 

〈第５章参照〉                         子・子 

 

【事業の内容】 

子どもやその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の

情報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整を実

施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

保育課窓口に１箇所設置し、保健や看護、保育等の専門職による複数体制で常駐し、

情報提供や相談・助言等を行い、子育て世帯への支援の充実を図ります。 

 

（３）利用者支援事業（母子保健型）（担当課：健康課） 

子・子 

【事業の内容】 

妊婦の健康保持・増進のほか、出産・子育てに対する不安の軽減を図ることで安心

して出産を迎えられるように、全ての妊婦に対して面接を行い、必要に応じて情報提

供や相談を含めた支援を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

（４）子育て総合相談・専門相談（子ども家庭支援センター運営事業） 

（担当課：子育て支援課） 

次世代 

【事業の内容】 

子ども家庭支援センターで実施している子どもと家庭に関する総合相談、各種専門

相談により、切れ目のない支援を目指す事業です。 

福祉、保健・医療、教育等の関係機関と連携しながら支援します。 

 

【現状と今後の方向性】 

「かるがもひろば」や「出張かるがもひろば」の保育士による子育て相談、子ども

家庭支援センターの子どもと家庭に関する総合相談、専門相談員による心理相談及び

少年の非行等相談など、安心して子育てができるよう、関係機関と連携した支援に努

めます。 

引き続き、市民への周知を図ります。  
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（５）母子保健健康教育・相談事業（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

子どもの健やかな成長発達に必要な、食事や親子の関わり・遊び・生活リズム・む

し歯など生活習慣について、必要な知識の普及や情報提供を行う事業です。 

また、妊産婦や育児中の保護者に対して、育児不安を解消し、保護者が安心して子

どもの成長・発達に応じた子育てが行えるよう保健師・栄養士・歯科衛生士が個別相

談を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

栄養士による離乳食講習会【初期・中後期】や幼児食講習会を行っています。 

保護者の求めに応じて、随時、窓口及び電話相談を行っています。 

引き続き、乳幼児期に必要な栄養摂取についての知識の普及や親と子の望ましい食

生活習慣の獲得の支援に努めるとともに、妊娠・出産期、新生児期、乳幼児期を通じ

て母子の健康の確保に努め、保護者に丁寧に向き合い、子育てに寄り添う支援の充実

を図ります。 

 

 

（６）育児相談事業（すこやか広場）（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

乳幼児期の健康・栄養・発育発達・病気などについて保健師等に気軽に相談を行っ

て、知識を習得していただくとともに、育児の仲間づくりの場の提供を行っておりま

す。 

また、未熟児、多胎児などの子どもの保護者に対し、専門的な情報提供や助言を行

い、育児不安を軽減していただき、交流の場を提供する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

身長と体重など、計測を主な内容とするものから、子どもや保護者の特性に応じた

小グループによるものまで、交流の場を提供しています。 

引き続き、子育ての仲間づくりの場の充実により、子どもを生み育てるために必要

な精神的負担の軽減に努め、子育てに喜びが感じられるよう努めます。 

  

次世代 

次世代 
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２ 安心して子どもを生み育てることができる環境の整備 

（１）保育園事業（担当課：保育課） 

子・子 

【事業の内容】 

保護者が仕事などのため、日中に家庭で保育できない子ども（０～５歳児）を預か 

る事業です。 
 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

（２）認定こども園事業（担当課：保育課） 

子・子 

【事業の内容】 

保護者の仕事の状況にかかわらず、子ども（０～５歳児）を預かり、教育・保育を 

一体的に行う事業です（幼稚園と保育所の機能をあわせ持つ施設です）。 
 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

（３）小規模保育事業（担当課：保育課） 

子・子 

【事業の内容】 

保育の必要性のある少人数の子ども（０～２歳児）を対象に、家庭的保育に近い雰 

囲気のもと、きめ細やかな保育を行う事業です。（定員６～１９人） 
 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

（４）家庭的保育事業（担当課：保育課） 

子・子 

 

【事業の内容】 

保育の必要性のある少人数の子ども（０～２歳児）を対象に、家庭的な雰囲気のも 

とで、きめ細やかな保育を行う事業です。（定員５人以下） 

保育者は、保育ママと呼ばれています。 
 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉  
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（５）事業所内保育事業（担当課：保育課） 

子・子 

 

【事業の内容】 

会社の事業所の保育施設などで、従業員及び地域の子ども（０～２歳児）を一緒に 

保育を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

 

（６）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

（担当課：子育て支援課） 

子・子 

【事業の内容】 

地域の子育てに関する相互援助活動を支援することにより、仕事と子育てが両立で

きる環境の整備及び地域住民の子育て支援と児童の福祉の向上を図る事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

 

（７）地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業） 

（担当課：子育て支援課・青少年課） 

子・子 

【事業の内容】 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を設け、子育てについての相談や情報

の提供、助言、その他の援助を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 
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（８）一時預かり事業・緊急一時保育事業（担当課：子育て支援課・保育課） 

子・子 

【事業の内容】 

保護者の断続的な就労、通院、冠婚葬祭、リフレッシュ等により、一時的に子ども

の家庭保育が困難となった未就学児を、昼間、保育園や子ども家庭支援センターでお

預かりする事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

 

（９）子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業） 

（担当課：子育て支援課） 

子・子 

【事業の内容】 

保護者が病気、出産等で子ども（２歳以上１２歳以下の小学生）の養育が困難とな

ったときに、養育協力員宅で子どもを一時的に預かる事業です。 

                               

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

 

（10）休日急患診療所運営事業（担当課：健康課） 

次世代 

 

【事業の内容】 

休日の小児初期救急診療を行い、休日・夜間等に開設している小児医療機関の診察

案内サービスや小児救急電話相談の情報を提供する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

休日急患診療所において、休日・年末年始の昼間に診療を行っています。 

引き続き、子どもが健やかに育つために事業を継続するとともに、今後は、受診の

目安やホームケア（家庭での看護）についての知識の普及啓発に努めます。 
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（11）幼稚園事業（担当課：保育課） 

子・子 

【事業の内容】 

満３歳から小学校就学前までの子どもを預かり、幼児教育を行う事業です。 

延長して預かり保育も行います。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 
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３ 妊娠・出産・育児期の健康づくりへの支援 

（１）病児・病後児保育事業（担当課：保育課） 

子・子 

【事業の内容】 

児童が病気のため、保育園、幼稚園、小学校等に通園通学ができず、保護者の就労

のために家庭保育を行うことが困難な場合に病院・保育所等に付設された専 

用スペース等において、看護師、保育士が一時的に保育等を実施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

（２） 養育支援訪問事業（担当課：子育て支援課） 

                    子・子 

【事業の内容】 

養育の支援が必要な家庭を対象に保健師等を自宅へ派遣し、養育に関する指導、助

言等を行い、当該家庭の適切な養育の実施及び福祉の増進を図ります。 

相談等を通じて養育の支援が必要と判断された家庭に対して助産師、保健師等を派 

遣し、健康観察（発育、発達、体調等）、健康管理及び育児等の助言指導を行う事業 

です。 

                                 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉 

 

（３）母子健康手帳交付時面接事業（担当課：健康課） 

                        次世代  

 

【事業の内容】 

妊娠期を安心して送くり、出産できるよう、妊娠届出時に看護職が面接相談し、 

妊娠・出産・育児に関する制度や行政サービスの情報を適切に提供し、支援が必要 

な場合には早期から支援を開始する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

妊娠届出時のアンケートにもとづいて、体調や妊娠・出産への不安や困っている 

ことなどについて確認し、必要な助言やサービスの紹介、情報提供を行っています。 

引き続き、妊娠中の健康管理や生活習慣などに関する指導を行い、安心して妊娠・

出産・子育てができるよう努めます。  
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（４）乳児家庭全戸訪問事業（妊産婦・新生児訪問指導事業）（担当課：健康課） 

                                    子・子     

 

【事業の内容】 

生後４か月までの乳児がいる家庭を、助産師や保健師が訪問します。 

訪問者は、子育てに関する情報提供を行うとともに、保護者から育児に関する相談

を受けることで、育児の孤立化を防ぎ、安心して子育てが行え、赤ちゃんがすこやか

に成長できるよう支援する事業です 

                                 

【現状と今後の方向性】〈第５章参照〉 

〈第５章参照〉 

 

 

（５）両親学級事業（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

妊婦とそのパートナーを対象に、妊娠・出産・育児などに関し、必要な知識の普及

や情報の提供、さらに親同士の交流や仲間づくりなどの支援を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

4 日間 1 コースで、妊娠中の健康管理や、妊婦体操、出産時の呼吸法、沐浴の実習

などの講義や参加者同士のグループワークを行い、仲間づくりの場を合わせて提供し

ています。 

引き続き、父親が参加しやすいよう、土曜日の実施を継続し、安心して出産・育児

ができるよう妊娠中から支援に努めます。 

 

 

（６）妊婦健診事業（担当課：健康課） 

                子・子  

 

【事業の内容】 

妊娠期を健康におくることができるよう、妊婦健診受診票を交付し、適切な妊娠期

の健康管理が行えるよう、支援する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉  

 

次世代  
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（７）妊婦歯科健診事業（担当課：健康課） 

                  子・子  

 

【事業の内容】 

母子健康手帳交付の際に、妊婦歯科健康診査票をお渡しし、医療機関で歯科健康診

査を受診していただくことで、妊娠期の歯と口腔の健康管理を支援する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

     出生数（母子健康手帳発行数）の推移に沿った実施件数の減少が見込まれますが、 

歯科健康診査の受診により口腔環境が健康な状態で出産・育児に望むことができるよ 

う、歯科健診の重要性の周知に、より一層努めます。 
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４ 子育て家庭を地域で支える仕組みの充実 

（１）子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業） 

             (1-2-(9)Ｐ61の再掲)（担当課：子育て支援課） 

 

〈第５章参照〉 

 

 

（２）子ども食堂運営補助事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

     東京都が実施する「東京都子供食堂推進事業補助金」を活用し、東大和市社会福祉 

協議会を通して子ども食堂運営団体に補助金を支出することにより、地域の子ども食

堂を支援する制度です。 

 

【現状と今後の方向性】 

市内の子ども食堂運営団体の負担軽減を図り、東大和市社会福祉協議会と連携し、

利用促進及び活動の充実に努めます。 

 

 

（３）青少年対策事業（担当課：青少年課） 

 

【事業の内容】 

市内の小学校区ごとに設置されている青少年対策地区委員会（10 地区）の実施事

業に対し助成等を行い、青少年の健全育成を図るため、青少年をめぐる社会環境の浄

化を目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

青少年対策地区連絡協議会を開催し、各地区の活動の情報交換、共有を図るととも

に、同会が「東やまとの青少年」を発行し、活動の周知や青少年の健全育成等の啓発

を行っています。 

青少年対策地区委員会、子ども達の健全育成を目指して活動している地域関係者等

とともに事業の充実に努めます。 

 

子・子 

貧困対策 
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基本目標２ ライフステージに沿った子どもの成長と発達を支援する環境をつくります 

乳幼児期は、心情、意欲、態度、基本的生活習慣等生涯にわたる人格形成の基礎が

培われる重要な時期です。そのことを踏まえ、発達に応じた教育・保育を通じ、子ど

もの健やかな発達を保障するとともに、学齢期となる小学校生活へスムーズに移行が

できるよう関係職員の連携が深まる取組を進めます。 

また、家庭、学校、地域が一体となって、子ども自らの力を培い、伸ばし、支えて

いく教育環境づくりを推進するとともに、次代を担う若者が子どもを生み育てること

の意義を学べる機会の提供などの取組を進めます。 

 

１ 家庭教育の充実 

（１）公民館事業（保育付講座・親子サロン）（担当課：中央公民館） 

 

【事業の内容】 

中央公民館等で保育付講座を実施し、乳幼児のいる保護者にも学習の場を提供する

事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

保護者が安心して子育てができ、地域の中で孤立を防ぎ、仲間づくりができるよう、

今後も継続実施に努めます。 

 

 

（２）プラネタリウム投影事業（担当課：社会教育課） 

 

【事業の内容】 

乳幼児と保護者を対象とした、「ひよこプラネタリウム」を投影し、親子で星空を眺

め楽しんでいただく機会を提供する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

「ひよこプラネタリウム」は、年3回から4回程度開催し、好評を得ていますが、他

のプラネタリウム投影の空いた投影枠で実施しているため、いつ頃、何回実施するか

等の広報が十分にできない状況にあります。 

引き続き、投影枠を工夫しながら、より分かりやすく広報できるよう努めます。 

 

次世代 

次世代 
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２ 幼児教育・学校教育の充実 

（１）児童発達支援事業（担当課：障害福祉課） 

 

【事業の内容】 

就学前の障害のある児童に対し、施設において、日常生活の基本動作の指導や集団

生活への適応訓練を提供する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

児童発達支援の利用希望者に対し、事業所の紹介や支給決定等を行っています。 

様々な障害に対応できるよう市内において事業所の整備を検討します。 

 

 

 

（２）子ども支援員派遣事業（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

通常の学級で特別な教育的支援を必要とする児童・生徒の精神面の安定及び学校生

活又は集団生活への適応を図るために、支援を必要とする児童・生徒に対して子ども

支援員を派遣し、諸問題の解決を図っていく事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

小・中学校からの派遣要請に基づき、巡回相談員による当該児童・生徒の行動観察

及び関係者に対して必要な聞き取りを行い、派遣の適否及び派遣する子ども支援員を

決定しています。児童・生徒に対する必要な支援は異なることから、個別のケースに

応じた柔軟な対応ができる技術が求められるため、今後も様々なケースに対しての派

遣要請を見越して、巡回相談員等との連携を密にし、対応方法や技術向上のための支

援体制の充実を図ります。 

  

次世代 

次世代 
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（３）学習支援員事業（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

小学校において特別な支援を必要とする児童の支援及び学級の荒れの未然防止を図

るために校長が指定する特定の学年に学習支援員を配置する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

特別な支援を必要とする児童の支援及び学級の荒れの未然防止、担任教員の学習補

助を行い学級の学習環境を整え、学力向上を図っています。 

学習支援員を効果的に活用するため、学校内の学習指導体制及び研究体制を整備し、

児童が落ち着いて学習に取り組めるよう、環境の整備に努めます。 

 

 

（４）中央図書館見学会事業（担当課：中央図書館） 

 

【事業の内容】 

小学３年生及び保育園・幼稚園年長組の児童を対象に中央図書館見学会を実施し、

（保育園・幼稚園児童には、清原図書館でも実施）おはなし会を楽しんだり、図書館

の利用方法を学び、館内案内や本を各自で借りる体験を通して、本に親しむ機会を提

供する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

図書館から各小学校、保育園・幼稚園に呼びかけを行い年に１回実施しています。

より多くの施設に参加してもらうよう、実施体制の整備に努めます。 

 

  

次世代 

次世代 
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（５）図書館によるお話し会・出前お話し会事業（担当課：中央図書館） 

 

【事業の内容】 

図書館全館において対象年齢ごとに、お話し会やわらべうたのおはなし会を実施し、

小学校等の読書週間等に小学校等に出向いて、おはなし会やブックトーク等を実施す

る事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

各図書館で自由に参加できるお話し会の日を設定しています。また、学校等からの

依頼により、各学校等でお話し会・ブックトークを実施しています。協力ボランティ

アの確保に努め、話し手が継続参加できるように努めます。 

 

 

（６）郷土博物館による授業の受入れ・講師派遣・出張授業事業 

（担当課：社会教育課） 

 

【事業の内容】 

学校長からの依頼により、郷土博物館職員が理科、社会科、生活科、総合的な学習

のお手伝いをしています。 

郷土博物館の各専門分野の職員が授業に参画することで、児童・生徒に対して、よ

り魅力ある学習の機会を提供しています。 

 

【現状と今後の方向性】 

多くの学校は、4月のはじめに、新担任とともに打合せを行い、年間予定と学習内容

を決めています。 

外国語活動の導入などにより、総合的な学習の授業時数が以前に比べると少なくな

りましたが、郷土博物館を利用する学校は、現状維持、あるいは微増となっています。 

学校からの依頼にできるだけ対応し、学校教育との連携を図ることで、楽しくわか

りやすい授業を実践できるよう努めます。 
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（７）プラネタリウム事業（学習投影・幼児投影）（担当課：社会教育課） 

 

 

【事業の内容】 

小中学生が対象の「学習投影」、保育園・幼稚園児を対象とした「幼児投影」を実施

し、子どもたちに天文に親しむ機会を提供する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

引き続き、事業を適切に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次世代 
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３ 就学前教育と小学校教育との連携 

（１）就学支援シート活用事業（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

就学前に、全ての新一年生に「就学支援シート」を配布し、就学に向けて「就学支

援シート」を通じて、就学前機関と小学校、保護者が互いに連携することを目的とし

た事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

「就学支援シート」は、お子さんの大切な情報（伝えたいことや心配なこと）など

を保護者が入学予定の小学校に直接伝えることができるツールで、小学校、保護者、

在籍園との連携のために使用しています。子どもたちが、楽しく充実した学校生活が

送れるよう、「就学支援シート」の活用について、引き続き周知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次世代 



東大和市子ども・子育て未来プラン（令和２（2020）年度～令和６（2024）年度） 

 
73 

施
策
の
展
開 

第
４
章 

基
本
目
標
２ 

 

４ 子どもの健全な成長への支援 

（１）児童手当支給事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

児童手当を対象者に支給し、子育て家庭における生活の安定に寄与するとともに、

次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上を目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

法令に基づき児童手当を支給しています。引き続き、経済的支援の充実を図るよう

努めます。 

 

 

（２）児童扶養手当支給事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

児童扶養手当を対象者に支給し、ひとり親家庭や父母に一定の障害がある家庭の生

活の安定と自立の促進に寄与するとともに、児童の福祉の推進を目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

法令に基づきひとり親家庭や父母に一定の障害がある家庭を対象に、児童扶養手当

を支給しています。引き続き、生活の安定と自立の促進に努めます。 

 

 

   （３）児童育成手当支給事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

児童育成手当を対象者に支給し、ひとり親家庭や父母・児童に一定の障害がある家

庭の児童への心身の健やかな成長に寄与するとともに、児童の福祉の推進を目指す事

業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

法令に基づきひとり親家庭や父母・児童に一定の障害がある家庭を対象に、児童育

成手当を支給しています。引き続き、生活の安定と自立の促進に努めます。 

 

 

  

次世代 
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（４）乳幼児医療費助成事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

乳幼児を養育している家庭に対し、健康保険が適用される医療費のうちの自己負担

分を助成し、乳幼児の保健の向上と健やかな育成を図り、もって子育ての支援に資す

ることを目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

乳幼児を養育している家庭に対し、医療費の助成を行っています。引き続き、子育

て支援の充実を図るよう努めます。 

 

 

（５）義務教育就学児医療費助成事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

義務教育就学児を養育している家庭に対し、健康保険が適用される医療費のうち、

通院１回につき２００円の自己負担分を除いた費用を助成し、児童の保健の向上と健

全な育成を図り、もって子育ての支援に資することを目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

義務教育就学児を養育している家庭に対し、医療費の助成を行っています。引き続

き、子育て支援の充実を図るよう努めます。 

 

 

（６）養育支援訪問事業 (1-3-(2)Ｐ63の再掲) 

                     （担当課：子育て支援課） 

 

〈第５章参照〉 

 

  

次世代 

次世代 

子・子 



東大和市子ども・子育て未来プラン（令和２（2020）年度～令和６（2024）年度） 

 
75 

施
策
の
展
開 

第
４
章 

基
本
目
標
２ 

 

 

（７）ひとり親家庭等医療費助成事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

ひとり親家庭等に対し、健康保険が適用される医療費のうち、非課税世帯について

は自己負担分を、課税世帯については一部負担金相当額を差し引いた自己負担分の金

額を助成し、ひとり親家庭等の福祉の増進を図ることを目的とする事業です。 

 

 

【現状と今後の方向性】 

ひとり親家庭等に対し、父母又は養育者及び児童に係る医療費の助成を行っていま

す。引き続き、福祉の増進を図るよう努めます。 

 

 

（８）東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）事業 

（担当課：保育課） 

 

【事業の内容】 

令和２（２０２０）年度に市制５０周年を迎えるにあたり、未来を担う子どもたち

の健やかな成長を、市民、地域、事業者及び市が相互に協力して、守り育むとともに、

子どもたち自身が社会の一員として生きていける力を育めるよう、子育て環境のさら

なる発展を目指し、子ども・子育てに関する「共通の理念・指針」として、東大和市

子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）を制定し、周知、啓発を行

なう事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

令和元（２０１９）年度に小・中学校の代表者と大人の代表者（子ども・子育て支

援会議専門部会委員）が話し合いを行い、素案を作成するとともに、市のイベント来

場者、学童保育所及び児童館の児童等へのアンケート実施や教育委員、民生･児童委員

及び青少年対策地区委員会の委員から意見聴取を行いました。 

令和２（２０２０）年度の市制５０周年記念式典での発表後、事業の周知、啓発を

図ります。 
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（９）薬物乱用防止の普及啓発事業（担当課：健康課） 

                                       

【事業の内容】 

薬物乱用防止東大和地区推進協議会が行う、青少年に薬物を乱用させない啓発事業

の取組を支援する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

現状は、中学校などで薬物乱用防止の講話を実施し、また、中学生を対象にポスタ

ー標語事業で表彰を行っています。 

引き続き、ポスター標語など身近な事業をとおし、薬物乱用防止の正しい知識の普

及啓発に努めます。 

 

 

（10）乳幼児健診事業（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

乳幼児の健康状態の確認、病気の早期発見、心身の健やかな成長と保護者の育児支

援を図るため、健康診査（身体計測・医師の診察・相談等）を行い、必要に応じて経

過観察健康診査を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

健康診査は、３～４か月児・６～７か月児・９～１０か月児・１歳６か月児・３歳

児・５歳児に対して実施しています。 

引き続き、親子の健康づくりに必要な生活習慣などについて、健診時集団指導や個

別相談を行い、育児支援や情報提供に努めます。 

 

  

次世代 

 

 

 

 

次世代  
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（11）乳幼児歯科保健事業（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

乳幼児のむし歯予防や、からだ全体の健康づくりの一環として、歯科健康診査、歯

科保健指導、フッ化物塗布などを行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

事業は、むし歯予防教室、歯科卒業教室、歯科健康診査及び歯科予防処置を実施し

ています。 

乳幼児期の歯の健康は、その後の全身の成長に大きく影響するため、引き続き、事

業の周知や利用の勧奨を図ります。 

 

（12）乳幼児栄養教室・親子料理教室事業（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

離乳食講習会や幼児食講習会を行い、離乳食、アレルギー食、食生活等、子どもの

成長に関する知識の普及や学童期の食生活を通じた健康づくりを支援する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

栄養士による離乳食講習会【初期・中後期】・幼児食講習会を行っています。 

引き続き、乳幼児期に必要な栄養摂取についての知識の普及や親と子の望ましい食

生活習慣の獲得の支援に努めます。 

 

（13）食育推進教室事業（担当課：健康課） 

                    

【事業の内容】 

子どもの発達段階に応じた健全な食生活の実践のための知識の普及、地域の食文化

の継承、地元生産者との交流、食の安全などについて、講習と調理実習により知識の

普及を行い、食に関する関心及び理解を深め、食を選択する力を養い、心身の健康の

確保を目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

夏休みや春休み期間に、郷土色や季節に併せた行事食などの献立で調理実習を行っ

ています。 

引き続き、健全な食生活の実践のために、時期や季節に合った内容を実施します。 

  

次世代  

次世代 

次世代  
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（14）予防接種・予防接種費用助成事業（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

各種予防接種に関する正しい知識の普及・啓発を行うとともに、感染症の発生及び

まん延を防ぐため、法令に基づき予防接種を行い、出産に伴う里帰り等で事前に申請

した市外での定期予防接種の費用について、限度額の範囲内で助成を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

指定医療機関において予防接種を受けることができるよう、定期予防接種を個別通

知により案内しています。 

定期接種が増えることが予定されていることから、引き続き、保護者の随時の相談

に応じ、適切な時期に必要な予防接種が受けられるよう、定期予防接種の正しい知識

の普及啓発に努めます。 

 

 

（15）さわやか教育相談室事業（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

児童・生徒の教育上の諸問題に関する相談活動の充実を目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

未就学児から高校生、その保護者等による、様々な年代における心身の健康、生活、

行動、学習、進路等、幅広い問題の相談について、園や学校、関係機関等と連携して

対応しています。 

教育指導課訪問や教育相談連絡会等を通じて、学校や関係諸機関との連携を強化し

事業の充実に努めます。 

 

  

次世代  

次世代 
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（16）サポートルーム事業（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

不登校及び不登校傾向である児童・生徒に対し、個別・集団・訪問指導体制のもと、

生活指導及び学習指導等を行い、児童・生徒の学校復帰や社会的自立に向けた適切な

指導を実施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

保護者及び学校からの依頼により、不登校及び不登校傾向である児童・生徒を受け

入れ、指導員及び学習指導員、スクールカウンセラーが密に連携を取りながら、個々

の特性に寄り添った生活指導及び学習指導を実施しています。 

通室する児童・生徒数の増加により、教室等の割り振りや指導体制が課題であると

同時に、進路指導の一層の充実が必要となってきていることから、入室希望の児童・

生徒に対するきめこまやかな相談及び入室後の支援を実施し、必要な支援を保護者と

共に考える体制の一層の充実を図ります。 

 

 

（17）スクールカウンセラー事業（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

市内の全小・中学校にスクールカウンセラーを配置し、いじめや不登校の未然防止、

改善及び解決並びに学校内の教育相談体制の充実を目指す事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

児童・生徒及び保護者に対するカウンセリングの実施とともに、授業見学において、

問題を抱えている兆候のある児童・生徒の把握に努め、いじめ対策として、小学５年

生、中学１年生の児童・生徒に対して、全員面接を実施しています。スクールカウン

セラーの資質の向上を図るとともに、関係機関との連携を充実させることを目的に連

絡協議会を年２回開催しています。様々な問題を抱える児童・生徒及びその保護者等

の相談を受け、適切なカウンセリングを実施し、特に、いじめについては、未然防止

が重要となるため、早期発見・対応のためにスクールカウンセラーと教員及び関係機

関との連携を強化し、教育相談体制の充実に努めます。 

 

  

次世代 

次世代 
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（18）スクールソーシャルワーカー事業（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

問題を抱える児童・生徒の状況を的確に把握し、当該児童・生徒がおかれた環境へ

働きかけや関係機関とのネットワークの活用・連携により問題の改善及び軽減を目指

す事業です。いじめに関する電話相談も実施しています。 

 

【現状と今後の方向性】 

不登校については、低年齢化及び長期化しており、要因も複合的であるため、原因

を特定することは困難です。多様な問題を改善させるために、公立学校支援ネットワ

ークや関係機関等との連携を深め、確実な情報共有を図り、リスク等にも対応できる

体制の構築に努めます。 

 

 

（19） 私立幼稚園保護者に対する補助事業（担当課：保育課） 

次世代 

 

【事業の内容】 

私立幼稚園、認定こども園または幼稚園類似施設に通園する３歳児から５歳児まで

の保護者に補助を行い、保護者の負担軽減を図る事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

令和元（２０１９）年１０月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、「私立幼稚園就

園奨励費補助金」は廃止になりましたが、「私立幼稚園等保護者負担軽減事業補助金」

は、存続します。 

引き続き、私立幼稚園等に通う園児の保護者の負担軽減に努めます。 
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５ 放課後等の居場所づくりへの支援 

（１）放課後等デイサービス事業（担当課：障害福祉課） 

 

【事業の内容】 

就学中の障害のある児童に対し、放課後や夏休み等の長期休業日に生活能力の向上

のための必要な訓練や創作的活動、地域交流の機会を提供している事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

放課後等デイサービスの利用希望者に対し、事業所の紹介や支給決定等を行ってい

ます。 

高まるニーズに対応するため、市内で実績のある法人等により事業所の整備を検討

します。 

 

 

（２）無料学習塾の支援（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

市民センター等において、市民ボランティアが企画・運営している、無料学習塾に

対して、会場の確保及びチラシの配布などの支援を行っています。 

 

【現状と今後の方向性】 

教育委員会と学校の協力の下、チラシの配布を行いました。 

子育て支援課におけるチラシの設置やポスターの掲示等、引き続き支援に努めます。 

 

 

（３）子ども食堂運営補助事業 （1-4-(2)Ｐ66の再掲） 

（担当課：子育て支援課） 

 

  

次世代 

次世代 

貧困対策 
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（４）児童館事業（担当課：青少年課） 

 

【事業の内容】 

子どもの心身を育成し、情操を豊かにすることを目的として、１８歳未満のすべて

の子どもを対象に、地域における遊び及び生活の援助と子育て支援を行う事業です。 

 

 

【現状と今後の方向性】 

小学生の利用が中心で、乳幼児親子・中高生の利用が少ないことが課題となってい

ます。 

乳幼児親子にとってより魅力的な事業とするため、地域における子育て支援の拠点

として、行事や子育て支援体制の充実を図ります。 

小学生については、引き続き多くの利用をしてもらえるよう、居場所としての良好

な雰囲気の醸成や、運営方法、行事内容の見直しの検討を進めます。 

中高生については、利用の推進と、居場所としての良好な雰囲気の醸成等に向け、

中高生向け行事の実施や備品の整備等を検討します。 

 

 

（５）ランドセル来館事業（担当課：青少年課） 

 

【事業の内容】 

共働き家庭等の小学生が放課後や学校休業日に安全で充実した生活を送れるよう、

適切な遊びや生活の場を児童館、小学校の余裕教室等で提供している事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

学童保育所入所希望者の増加による入所待機児童への対応として、入所ができるま

での間、学校から直接児童館へ来館し、放課後を過ごせる事業を開始しました。その

後、小学校の余裕教室等の活用も開始しました。 

平成３１（２０１９）年度からは、学童保育所の待機児童になっていない場合でも、

利用申請が可能となりました。 

学童保育所の待機児童の状況等を鑑み、事業のあり方について検討を行っていきま

す。 

 

  

次世代 
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（６）放課後児童健全育成事業（学童保育所運営事業） 

（担当課：青少年課） 

子・子 

【事業の内容】 

共働き家庭等の小学生が放課後や学校休業日に安全で充実した生活を送れるよう、

適切な遊びや生活の場を学童保育所で提供している事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

〈第５章参照〉  

 

（７）子どもの学習・生活支援事業（担当課：生活福祉課） 

 

【事業の内容】 

生活保護受給及び生活困窮世帯の子どもを対象に、子どもへの学習支援、保護者を

含む生活習慣・環境の改善に関する助言、進路選択に関する相談に対する情報提供、

関係機関との連絡調整を業務委託で実施している事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

生活困窮者自立支援法に基づく子どもの学習・生活支援事業を委託事業で行ってい

ます。また、専用の学習スペースを設け、子どもの学習環境の確保に努めています。

関係機関から支援対象者の紹介を受けても、当該児童・生徒の保護者の意向により利

用につながらないこともあるため、関係機関と連携し、利用促進に努めます。 

 

（８）放課後子ども教室推進事業（担当課：青少年課） 

 

【事業の内容】 

小学生が、放課後に安全で充実した生活を送ることができるよう、小学校の施設を

活用し、地域のボランティアの皆様の協力を得て、勉強、スポーツ、文化活動、交流

活動を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

小学校により、週１回～週 5 回の実施となっており、実施日や利用施設の拡充が課

題となっています。 

また、子どもを見守る地域のボランティアの固定化・高齢化が課題となっています。 

事業のより一層の拡充を目指し、教育委員会、各小学校等の関係機関との調整や、

地域のボランティアスタッフの確保及び資質の向上に努めます。 

 

次世代 

次世代 
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基本目標３ 子育てしやすい安全・安心な環境をつくります 

核家族化や共働き家庭の増加などの社会状況の変化によって、保育ニーズが高まっ

ています。 

このような保育ニーズの高まりへ対応するため、乳幼児期における保育サービスの

充実や就学児童の放課後の活動場所の充実を計画的に進めるとともに、地域や子育て

支援を行う団体等と密接に連携、協力して、子どもの成長に応じた適切な支援が受け

られる、子育てしやすい環境をつくります。 

 

１ 子どもたちの安全の確保 

（１）ミュージックチャイム（夕やけこやけ）事業（担当課：秘書広報課） 

 

【事業の内容】 

子どもたちが日没前に安全に帰宅できるよう、「夕やけこやけ」を１月～３月、１０

月～１２月は午後４時３０分から、４月～９月は午後５時３０分から防災行政無線を

活用して放送する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

引き続き、事業を適切に実施します。 

 

 

（２）青色回転灯パトロールカー巡回事業（担当：防災安全課） 

 

【事業の内容】 

子どもたちの安全を確保するため、青色回転灯を装着したパトロールカーにより、

小・中学校及び学童保育所等を中心とした防犯パトロールを実施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

引き続き、事業を適切に実施します。 
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（３）安全安心情報送信サービス（担当：防災安全課） 

 

【事業の内容】 

不審者出没情報などの子どもの安全に関する情報及び、気象、地震などに関する情

報を携帯電話やパソコンに電子メールで送信する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

引き続き、事業を適切に実施します。 

 

 

（４）交通安全施設管理事業（担当課：土木課） 

 

【事業の内容】 

通学路における児童・生徒の登下校時等の安全を確保するために、関係課や警察と

連携し、通学路標識をはじめとする交通安全施設の改善対策を実施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

引き続き、事業を適切に実施します。 

 

 

（５）公園管理・狭山緑地管理・子ども広場管理事業（担当課：環境課） 

 

【事業の内容】 

子どもの遊び場及び市民の憩いの場として、公園を整備する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

子どもの安全な遊び場として、また市民の生活にうるおいや安らぎを与える憩いの

場として、公園、狭山緑地、子ども広場等を整備しています。 

平成３１（２０１９）年度は、老朽化した遊具等の補修や、花づくりを楽しめる公

園の整備、防犯カメラの設置等、また狭山緑地の遊歩道の整備等を行い、幅広い世代

の安全な憩いの場となっています。 

令和２（２０２０）年度以降も、引き続き整備に努めます。 
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（６）通学路防犯カメラ設置・維持管理事業（担当課：教育総務課） 

 

【事業の内容】 

通学路における子どもの安全確保、犯罪抑止に寄与するため、防犯カメラを設置し、

維持管理する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

平成２７（２０１５）・２８（２０１６）年度に各小学校の通学路に５台計５０台の

防犯カメラを設置し、維持管理を行っていますが、維持管理及び更新における財源の

確保が課題となっています。 

適切な維持管理に努めます。 

 

（７）スクールガード事業（担当課：教育総務課） 

 

【事業の内容】 

交通安全に理解と熱意を持つ方を学校安全ボランティアとして依頼し、登下校時に

おいて、交通整理をしながら、児童・生徒の見守り活動を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

スクールガード（学校安全ボランティア）のボランティア活動に従事している方を

対象に、講習会を開催し、情報交換・課題の共有を行うほか、スクールガード・リー

ダーによる小・中学校の巡回指導を実施しています。 

スクールガードの高齢化及びなり手不足が課題となっていますが、教育委員会だよ

り等様々な機会を通じて、募集を行います。 

 

（８）青少年対策事業（あいさつ・見守り・パトロール）（担当課：青少年課） 

 

【事業の内容】 

防犯パトロールなど、青少年を非行や犯罪等から保護する活動を行っている、青少

年対策地区委員会へ助成を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

青少年対策地区連絡協議会を開催するとともに、各青少年対策地区委員会事業への 

助成を継続し、活動の活性化につながるよう努めます。 

  

次世代 

次世代 

次世代 
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２ 子育てと仕事の両立支援の仕組みづくり 

（１）男女共同参画推進事業（担当課：地域振興課） 

                          次世代 

 

【事業の内容】 

東大和市男女平等を基本とした男女共同参画の推進に関する条例に定められた東大

和市男女共同参画推進計画に基づき、男女共同参画について市民及び事業者の理解が

深まるよう取り組む事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

計画期間が令和２（２０２０）年度までの第二次東大和市男女共同参画推進計画（改

訂版）に基づき、関係各課において男女共同参画の推進に取り組んでいます。 

令和３（２０２１）年度以降の計画となる第三次東大和市男女共同参画推進計画を

策定し、計画に基づく事業の取り組みに努めます。 

 

 

（２）保育園事業  (1-2-(1)Ｐ59の再掲）（担当課：保育課） 

子・子 

 

〈第５章参照〉 

 

 

（３）延長保育事業（保育園・小規模保育・認証保育所） 

                      （担当課：保育課） 
                        子・子 

                              
〈第５章参照〉  

 

【事業の内容】 

通常の保育時間を超えて、保育を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

市内認可保育園１５園、小規模保育５施設、認証保育所１施設で１時間の延長（認

可保育園１園で２時間延長）を行っています。 

保護者のニーズを踏まえ、拡充等を含めた方策を検討していきます。 
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（４）休日・年末保育事業（担当課：保育課） 

子・子 

 

【事業の内容】 

保育施設が開園していない休日や年末に保育が必要な保護者のニーズに応じ、市内

の全ての保育施設及び認証保育所に通園・通所している児童を対象に保育を行う事業

です。 

 

【現状と今後の方向性】 

平成２７（２０１５）年度から私立の認可保育園１園で日曜日・祝日及び１２月２

９日、３０日に実施しています。受入れ人数は、休日（日曜日・祝日）は１８人、年

末（１２月２９日、３０日）は２０人ですが、保護者のニーズを踏まえ、拡充等を含

めた方策を検討していきます。 

 

 

（５）認可外保育施設利用者に対する補助事業（担当課：保育課） 

         子・子 

 

【事業の内容】 

認可保育園を待機になっている３歳未満の児童が、認可外保育施設を利用する場合

にその費用の一部に補助を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

認可外保育施設を利用した場合に、保育料月額の１／３（２１，０００円限度。第

２子以降上乗せあり）の補助を行っています。 

事業を継続し、補助金額や制度設計等について、実情に応じた検討を行っていきま

す。 

 

 

（６）認定こども園事業 (1-2-(2)Ｐ61の再掲）（担当課：保育課） 

                           子・子 

 

〈第５章参照〉                        
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（７）小規模保育事業 (1-2-(3)Ｐ59の再掲）（担当課：保育課） 

                          子・子 

 

〈第５章参照〉 

 

（８）家庭的保育事業 (1-2-(4)Ｐ59の再掲）（担当課：保育課） 

                          子・子 

〈第５章参照〉 

 

 

（９）事業所内保育事業 (1-2-(5)Ｐ60の再掲）（担当課：保育課） 

                           子・子 

〈第５章参照〉 

 

 

（10） 病児・病後児保育事業（お迎えサービス）（担当課：保育課） 

                           子・子 

〈第５章参照〉 

 

【事業の内容】 

保育園で保育中に児童が発熱等で保護者のお迎えが必要になった時に、保護者に代

わり病児・病後児保育室の保育士がタクシーで保育園にお迎えに行き、保育室にて保

護者のお迎えまで保育を行う事業（お迎えサービス）です。 

 

【現状と今後の方向性】 

病児・病後児保育事業と同様に認知度が低いため、認知度を上げていくことが課題

となっています。市報や市公式ホームページだけでなく、対象となる保護者に対し、

保育園や学童クラブ等を通じて、周知を図り、認知度が上がるよう努めます。 

 

 

（11）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

(1-2-(6)Ｐ60の再掲）（担当課：子育て支援課） 

                                 子・子 

〈第５章参照〉 
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（12）延長保育事業（学童保育所）（担当課：青少年課） 

 子・子 

【事業の内容】 

通常保育の後、午後７時まで１時間延長して保育する事業です。 

市内の全学童保育所で実施しています。 

 

【現状と今後の方向性】 

平成２８（２０１６）年度から開所時間を午後６時から午後７時までに延長しまし

た。子どもたちにとって、居心地の良い居場所となるように、環境を整え、保護者の

就労等のニーズに応える支援となるよう努めます。 

 

 

（13）一時預かり保育事業（幼稚園型）（担当課：保育課） 

 子・子 

 

【事業の内容】 

幼稚園の通常保育時間の前後や夏休み等の長期休業中に、保護者のニーズに合わせ

た保育を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

仕事や突発的な事情等により、一時的に家庭保育が困難となる場合に幼稚園で一時

的に預かる事業で、平成２７（２０１５）年度から開始しています。 

市内の認定こども園２園で実施しており、保護者のニーズを踏まえた支援となるよ

う努めます。 

 

 

（14）幼稚園事業 (1-2-(11)Ｐ62の再掲）（担当課：保育課） 

 子・子 
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３ 子育てを支援する生活環境の整備 

（１）保育施設の整備事業（担当課：保育課） 

〈５章参照〉 

 

【事業の内容】 

保育施設の待機児童解消に向け、施設整備等により、保育の受け入れ定員を確保す

る事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

平成２６（２０１４）年度以降、待機児童解消に向け、認可保育園の新設１園、増

築２園、建て替え２園、分園新設１園及び小規模保育の新設４施設、増築１施設の施

設整備を民間事業者が実施したが、保育士不足が深刻化しており、施設整備に見合う

定員までの受入れが困難な状況があります。 

市内の保育ニーズを的確に把握しながら、保育園の施設整備の実施及び保育士等の 

確保に努め、適切な保育の受け皿の確保に努めていきます。 

 

 

（２）赤ちゃん・ふらっと整備事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

乳幼児とその保護者が安心して外出できるよう、授乳やおむつ替え等ができる設備

を、公共施設や民間施設内に設置する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

公共施設１６か所、民間施設６か所に設置されています。 

新設施設及び既存施設への追加整備等を検討するとともに民間施設に対して、設置

と登録依頼に努めます。 

 

 

（３）東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）事業 

                  (2-4-(8)Ｐ75の再掲）（担当課：保育課） 

 

 

 

 

 

次世代 

次世代 

子・子 
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４ 健やかな成長を支える教育・保育環境の充実備 

（１）サポートルーム事業 (2-4-(16)Ｐ79の再掲） 

（担当課：教育指導課） 

                  次世代 
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基本目標４ 子ども・若者の健やかな成長と自立を支える地域をつくります 

次代を担う子どもたちが、社会の一員として自立するためには、心身ともに健やか

に成長し、自ら学び考え行動する力や、社会の発展に主体的に貢献する力を身に付け

ていくことが必要です。 

子どもや若者たちの最善の利益が守られ、全ての子ども・若者が健やかに学び、成

長でき社会の一員として自立に向かっていける地域をつくります。 

 

１ 子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす教育の充実 

（１）受験生チャレンジ支援事業（担当課：福祉推進課） 

 

【事業の内容】 

高校・大学等の受験に備え、受験料及び学習塾等の受講料の貸付を行い、一定所得

以下の世帯の子どもへの支援を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

東大和市社会福祉協議会に事業委託を行い、貸付制度を運用しています。 

引き続き、東大和市社会福祉協議会と連絡調整し、適切に事業を運用します。 

 

 

（２）就学支援シート活用事業 (2-3-(1)Ｐ72の再掲） 

（担当課：教育指導課） 

                           次世代 

 

２ 青少年の健全育成の推進 

（１）小中学生対象人権啓発事業（担当課：秘書広報課） 

 

【事業の内容】 

人権の花運動や中学生人権作文コンテスト、子どもからの人権メッセージ発表会を

通じ、人権尊重思想の醸成を図ります。 

 

【現状と今後の方向性】 

東京法務局や人権擁護委員と連携して事業を実施しています。 

引き続き、事業を適切に実施します。 

  

次世代 

 

次世代 
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（２）中学生の「税についての作文」コンクール事業（担当課：課税課） 

 

【事業の内容】 

全国納税貯蓄組合連合会・国税庁が主催の中学生の「税についての作文」コンクー

ル及び全国間税会総連合会が主催の「税の標語」を通じ、租税の意義や役割を正しく

理解し、健全な納税者意識を養う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

「税についての作文」、「税の標語」の市長賞受賞者に対して表彰式を実施していま

す。また、市長賞を含め、各賞を受賞した作品を市役所ロビーへ展示、市公式ホーム

ページへ掲載しています。 

今後も、事業を通じて租税の意義や役割を理解し、健全な納税者意識を養うことに

努めます。 

 

 

（３）社会を明るくする運動（更生保護事業）（担当課：福祉推進課） 

 

【事業の内容】 

法務省の主唱で、更生保護について理解を深め、犯罪のない明るい社会を築こうと

する全国的な運動を実施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

市内２８団体からの委員で構成する推進委員会が、次の３つの活動を行なっていま

す。（１）主要事業（中学生の意見発表と映画上映）（２）ミニ集会（３）東やまと産

業まつりでの啓発活動。 

上記（１）主要事業について、中学生の来場者を増やすため、周知方法の見直し等

を図ります。 

  

次世代 

次世代 
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（４）明るい選挙ポスターコンクール事業（担当課：選挙管理委員会事務局） 

 

【事業の内容】 

小中学生を対象に、明るい選挙啓発ポスターコンクール及び同ポスター展を実施し、

政治参加の重要性や選挙の意義について啓発を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

小中学生にとっては、学級委員の選出や生徒会役員の選出以外の場面では、選挙は

「身近」とは言い難いのが現状です。 

国政選挙・地方選挙ともに投票率が低下傾向にあり、また 20 代の投票率も低い状

態が続いているため、若年層啓発の有効な手段として、本事業の継続に努めます。 

 

 

（５）東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）事業 

(2-4-(8)Ｐ76の再掲）（担当課：保育課） 

 

 

 

（６）環境教室事業（施設見学会）（担当課：環境課） 

 

【事業の内容】 

小学生の親子を対象に環境教室（施設見学会）を実施し、環境問題に対する意識の

啓発を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

空堀川流域４市（武蔵村山市・東大和市・東村山市・清瀬市）合同事業として、毎 

年、夏休みに、小学生の親子を対象に環境教室（施設見学会）を実施しています。令 

和元（２０１９）年度は、４市計８４人（うち東大和市２５人）の親子が参加して、 

深城ダム（山梨県大月市）と、桂川ウェルネスパーク（山梨県大月市）を見学し、環 

境について学びました。令和２（２０２０）年度以降も、水辺環境や環境関連施設の 

見学等をとおして、広く環境について学習し、関心と認識を高める事業の実施に努め 

ます。  

 

  

次世代 

次世代 

次世代 
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（７）消費者保護対策事業（担当課：地域振興課） 

 

【事業の内容】 

消費生活に係る知識の向上と消費者被害の防止に努めることを目的に、青少年を含

む市民への意識啓発を行うための事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

消費者見学会や講座の実施、またパネル展を通じ、若年層を含む消費者の知識啓発

と消費者被害の防止に努めています。 

成人年齢引き下げに伴う消費者被害の拡大防止に向け、若年層を含めた消費者教育

の周知、啓発に努めます。 

 

（８）新成人参加型の成人式事業（担当課：社会教育課） 

                       次世代 

 

【事業の内容】 

新成人の門出を祝うとともに、それぞれの自主性を尊重し、また、大人としての自

覚を促す機会となる場を提供するための事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

毎年、２０歳の新成人を対象に成人式を実施しています。 

民法の改正に伴い、成人年齢が２０歳から１８歳に引下げられますが、年齢引下げ

後の成人式の運営方法等については、他市の状況等も踏まえて、検討していきます。 

 

（９）小・中学生の広島派遣事業（担当課：社会教育課） 

 

【事業の内容】 

平和学習及び広島派遣事業や平和市民のつどいを通じ、若い世代の平和意識の高揚

を図るための事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

東大和市・東村山市の共同事業として、地元に残る戦争遺構を巡る平和学習、広島

派遣事業、平和市民のつどい等を実施しています。 

引き続き、次代を担う世代の子どもたちに、平和についての自らの考えを持っても

らえる取り組みを進めていきます。 

  

次世代 

 

 

次世代 
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（10）青少年問題協議会事業（担当課：青少年課） 

 

【事業の内容】 

東大和市青少年健全育成方針策定等の協議をはじめ、青少年問題を総合的にとらえ、

青少年の健全育成を図る事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

協議会を開催するとともに、青少年の非行・被害防止全国強調月間（７月）に横断

幕の掲出、子ども・若者育成支援強調月間(１１月)に啓発活動、東大和市善行青少年表

彰の実施をしています。また、東大和市青少年健全育成方針の策定にあたり、専門委

員会も開催しています。 

会の活動内容の効率的・効果的な実施に向けて、検討します。 

 

 

（11）青少年対策事業 (1-4-(3)Ｐ66の再掲）（担当課：青少年課）   

 

 

（12）公民館５館共同事業「夏休み☆みんなでつくる遊空間」 

（担当課：中央公民館） 

次世代 

 

【事業の内容】 

子どもを対象とした講座を開催し、子どもたちが様々な体験ができる機会をつくる

ための事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

子どもたちの居場所づくり、多世代の交流の場として賑わうこの空間を地域の大切

なコミュニティの場として、継続実施に努めます。 

 

 

 

 

 

  

次世代 

次世代 
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３ 生きづらさを抱える若者への支援 

（１）精神障害者地域生活支援センター（ウェルカム）事業 

（担当課：障害福祉課） 

 

【事業の内容】 

精神障害者を対象として、基礎的事業と地域活動支援センターⅠ型の事業を実施す

るとともに、計画相談支援、地域相談支援を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

交流室の利用、電話・面接による相談、各プログラムの実施や計画相談を実施して

いますが、１８歳未満の方の利用実績はありません。 

対象者が１８歳到達時、障害者総合支援法に移行する切れ目ない支援についての役

割については、現在も行っていますが、児童福祉法の対象者に何ができるのかについ

ては、検討していきます。 

 

 

（２）（仮称）子どもの未来応援ネットワーク会議運営事業（担当課：保育課） 

（子どもの貧困対策計画・子ども若者計画に基づくネットワークのための連絡会議） 

 

【事業の内容】 

子どもや若者たちへの切れ目のない支援施策の推進を図るため、地域共生の視点で

地域ネットワークを構築する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

既存の地域生活困窮者自立支援会議の委員を一部活用し、新たな委員を加え、子ど

もや若者たちへの支援のためのネットワーク形成に努めます。 

 

  

貧困対策 

子・若 

子・若 
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（３）生活困窮者自立相談支援事業（担当課：生活福祉課） 

 

【事業の内容】 

東大和市くらし・しごと応援センターそえるを設置し、生活困窮者の就労、その他

の自立に関する相談支援業務を業務委託により実施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

生活困窮者に対する相談業務、就労支援業務、就労準備支援業務、家計改善支援業

務を行っています。新規相談受付件数は、国の示す目安値を超える件数の対応を行っ

ており、一定の成果を上げています。 

必要な市民に支援が届くよう引続き、関係機関との連携強化に努めます。 

 

 

（４）就職情報室事業（担当課：産業振興課） 

 

【事業の内容】 

「東大和市就職情報室」において、雇用機会の確保に努めるとともに、就職面接会

を開催するなどの支援を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

立川公共職業安定所と共同で市役所に「東大和市就職情報室」を設置し、求人情報

の提供や就職相談を実施しています。また、平成２９（２０１７）年度から立川公共

職業安定所と共催で、「ミニ就職面接会」を開催しています。この「ミニ就職面接会」

では、東大和市周辺の企業の人事担当者と直接面接することができます。これらの取

組みを引き続き行い、市民及び周辺住民の雇用機会の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

子・若 

貧困対策 子・若 
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基本目標５ 支援や配慮を必要とする子どもや家庭を支える地域をつくります 

障害のある児童等、配慮が必要な子どもや保護者のニーズに応じ、子どもの特性に

合わせた継続的で適切な支援が必要です。 

児童虐待については、地域社会が一体となって児童虐待の未然防止・早期発見に取

り組むことが必要です。 

経済的困難を抱えるなどの貧困の状況にある子どもや保護者の支援については、国

が示す方向性等をふまえながら、相談や負担軽減などの支援施策を関係機関と連携し

ながら総合的な対応を図ります。 

 

１ 児童虐待防止対策の推進 

（１）児童虐待対応事業（子ども家庭支援センター運営事業） 

（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

市民等から虐待の通告があった場合、４８時間以内に児童の安否確認を行います。 

 ケースに応じ、福祉、保健・医療、教育、警察等の関係機関と連携しながら支援しま

す。 

 

【現状と今後の方向性】 

死亡事件等の報道による地域の関心の高まりや、児童相談所全国共通ダイヤル１８９ 

の普及、児童の面前でのＤＶが心理的虐待とされたことなどにより、子ども家庭支援セ 

ンターにつながる新規の児童虐待相談件数は、年々増加しています。 

今後も虐待対応件数の増加が予想されるため、東京都の実施する専門研修への参加や 

児童相談所での研修など、対応する職員の専門性の向上に努めます。 

 

  

次世代 



東大和市子ども・子育て未来プラン（令和２（2020）年度～令和６（2024）年度） 

 
101 

施
策
の
展
開 

第
４
章 

基
本
目
標
５ 

支
援
や
配
慮
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
や
家
庭
を
支
え
る
地
域
を
つ
く
り
ま
す 

 

（２）要保護児童対策地域協議会運営事業 

（子ども家庭支援センター運営事業） 

（担当課：子育て支援課） 

子・子 

 

【事業の内容】 

児童虐待の防止に向けた子どもと家庭に関する総合相談、子育て支援サービスの提

供・調整及び子どもと家庭を支援するネットワークの構築等により、児童虐待の未然

防止、早期発見及び対応を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

   〈第５章参照〉 
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２ 子どもと子どもの育ちを支える者への支援（家庭的養護含む） 

（１）（仮称）子どもの未来応援ネットワーク会議運営事業  

（子どもの貧困対策計画・子ども若者計画に基づくネットワークのための連絡会議） 

                (4-3-(2)Ｐ98の再掲）（担当課：保育課） 

 

 

（２）子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業） 

(1-2-(9)Ｐ61の再掲)（担当課：子育て支援課）            

                               子・子 

〈第５章参照〉 

 

 

（３）子ども食堂運営補助事業 (1-4-(2)Ｐ66の再掲）          

（担当課：子育て支援課） 

 

 

（４）母子・父子福祉資金貸付事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

ひとり親家庭が経済的に自立して、安定した生活を送るために必要とする資金の貸

付を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

都内に６か月以上居住しているひとり親家庭の母又は父等で２０歳未満の児童を扶

養している方に、生活資金、児童の就学資金、就学支度資金等の貸付を行っています。

今後も引き続き、本事業による貸付を行っていきます。 

 

  

貧困対策 子・若 

貧困対策 

貧困対策 
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（５）母子家庭等自立支援給付金支給事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発の取り組みを支援し、母子家庭

及び父子家庭の自立の促進を図る事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

就労に結び付く資格取得のための講座や養成機関の学習課程を受講するひとり親家

庭の親に対し、経費の一部や、修業と生活の両立を支援するための給付金を支給して

います。引き続き、本事業による母子家庭及び父子家庭の自立の促進を図ります。 

 

 

（６）高等学校卒業程度認定試験合格支援事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

高等学校を卒業していないひとり親家庭の親及び児童に対し、高等学校卒業認定試

験の合格を目的として受講した講座費用の一部及び合格時給付金を支給する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

本事業は平成２９（２０１７）年４月から開始し、適切な継続に努めます。 

 

 

（７）母子・父子自立支援プログラム策定事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

児童扶養手当受給者等に対し、経済的自立を支援するためのプログラムを策定し、

各種就業支援事業を活用して経済的自立に対する支援を実施する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

経済的自立を希望する児童扶養手当受給者に対し、各種就業支援事業の活用等によ

る、個別事情に応じた自立支援プログラムを策定し、継続的な就労支援等を行ってい

ます。また、児童扶養手当現況届の提出時期に合わせ、キャンペーンを実施し、制度

の周知を図っています。引き続き、経済的自立の支援と事業の周知に努めます。 

 

  

貧困対策 

貧困対策 

貧困対策 
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（８）母子生活支援施設保護事業（担当課：子育て支援課） 

貧困対策 

 

【事業の内容】 

母が児童の養育が十分にできない場合に、母子ともに母子生活支援施設に入所させ、

自立促進のための生活支援を行う事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

近年、該当者はありませんが、引き続き、事業の継続に努めます。 

 

 

（９）ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業（担当課：子育て支援課） 

 

【事業の内容】 

20 歳に満たない児童がいるひとり親家庭において、保護者の疾病、冠婚葬祭、技能

習得のための通学や就業（※）などの理由により日常生活に支障が生じた場合、一時

的にヘルパーを派遣する事業です。 

※就業の事情等により支援を必要とする場合は、小学校低学年以下の児童がいるひと

り親家庭が対象となります。 

 

【現状と今後の方向性】 

生活援助、育児等の支援を必要とするひとり親家庭に対し、ヘルパーの派遣を行っ

ています。  

引き続き、事業の継続に努めます。 

 

 

（10）助産実施事業（担当課：子育て支援課） 

 貧困対策 

 

【事業の内容】 

保健上、入院して分娩する必要があるにもかかわらず、経済的にその費用を支払う

ことが困難な妊産婦を、助産施設に入所させる事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

出産費用に困窮する妊産婦への費用の助成を行っています。 

引き続き、事業の継続に努めます。 

  

貧困対策 
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３ 貧困のある状況にある子どもたちへの支援 

（１）受験生チャレンジ支援事業 (4-1-(1)Ｐ93の再掲） 

（担当課：福祉推進課） 

 

 

（２）実費徴収に係る補足給付事業（担当課：保育課） 

                 子・子 貧困対策 

〈第５章参照〉 

 

【事業の内容】 

低所得世帯等の児童が新制度に移行していない幼稚園を利用する際に、園に支払う

べき食材料費に係る費用の一部を助成する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

令和元（２０１９）年１０月から実施しています。 

引き続き、事業の継続に努めます。 

 

 

（３）無料学習塾の支援 (2-5-(2)Ｐ81の再掲） 

（担当課：子育て支援課） 

 

 

（４）子ども食堂運営補助事業 (1-4-(2)Ｐ66の再掲） 

              （担当課：子育て支援課） 

 

 

（５）子どもの学習・生活支援事業 (2-5-(7)Ｐ83の再掲） 

（担当課：生活福祉課） 

 

  

貧困対策 

貧困対策 

貧困対策 

貧困対策 
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（６）被保護者自立促進事業（次世代育成支援）（担当課：生活福祉課） 

 

【事業の内容】 

高等学校等及び大学等への進学を目指す生活保護世帯の中学生・高校生に対して、

通塾代等の費用を支給上限額の範囲内で支給しています。 

 

【現状と今後の方向性】 

生活保護世帯の進学率を上げ、貧困の連鎖を防ぐために、引き続き事業の継続に努

めます。 

 

 

（７）就学援助事業（担当課：教育総務課） 

 

【事業の内容】 

公立小・中学校に在学する児童・生徒の保護者（東大和市在住）で、経済的理由に

より就学させることが困難な場合に教育費の一部を援助する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

学用品費等（定額）、新入学学用品費（定額）、給食費、修学旅行費、移動教室費（宿

泊を伴うもの）、通学費（該当者のみ）、卒業アルバム・記念文集費（上限 15,000 円）、

等を支給しています。 

引き続き、国の予算単価、生活保護基準に合わせ対応していきます。 

 

 

 

 

 

  

 

貧困対策 

 

貧困対策 
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４ 障害のある子どもへの支援 

（１）放課後等デイサービス事業 (2-5-(1)Ｐ81の再掲）（担当課：障害福祉課） 

                             

 

 

（２）児童発達支援事業 (2-2-(1)Ｐ68の再掲）（担当課：障害福祉課） 

 

 

（３）障害児相談支援事業（担当課：障害福祉課） 

 

【事業の内容】 

障害児通所支援を利用する障害のある児童に対し、サービスの支給決定を受ける場

合または変更する場合に、サービス等利用計画を作成する事業です。なお、一定期間

ごとにサービスの利用状況の検証を行い計画の見直しを行います。 

 

【現状と今後の方向性】 

障害児通所支援の利用希望者に対し、相談支援事業所を紹介し、サービス等利用計

画の作成を促しています。 

市内で新たに障害福祉サービス事業を実施整備する際に、あわせて相談支援事業を

行っていただくなど、相談支援事業所及び相談支援専門員の充足に努めます。 

 

 

（４）発達障害者支援連絡会事業（担当課：障害福祉課） 

 

【事業の内容】 

発達障害者支援連絡会を通して、庁内関係機関と情報連携を行い、相談支援の充実

を図ります。 

 

【現状と今後の方向性】 

庁内の関係機関の担当者を構成員とした「発達障害者支援連絡会」を年２回開催し、

当市における発達障害者の支援の課題について検討しています。 

発達障害児・者について一貫して相談できる体制を整備することで、切れ目のない

支援が行われるよう努めます。 

 

 

 

次世代 

次世代 

次世代 

次世代 
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（５）心身障害児福祉手当支給事業（担当課：障害福祉課） 

次世代 

 

【事業の内容】 

２０歳未満の障害のある児童を養育している方に手当を支給することにより、障害

児の福祉の増進を図る事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

身体障害者手帳１級～４級、愛の手帳１度～４度の児童を養育している方に手当を

支給しています。 

引き続き、福祉の増進を図るよう努めます。 

 

 

（６）乳幼児発達健康診査・乳幼児経過観察発達相談事業（障害の早期発見） 

（担当課：健康課） 

 

【事業の内容】 

各種の乳幼児健康診査や保健相談等の中で障害を早期に発見し、適切な支援を行い

ます。 

 

【現状と今後の方向性】 

専門医による発達健診及び心理相談員による発達相談を行い、子どもの発達を確認

し、必要に応じて専門医療機関などへの紹介を行っています。 

引き続き、早期に専門医療機関などの受診による療育が必要な子どもと親への支援

に努めます。 

  

次世代  
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（７）就学相談（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

東大和市立小学校及び中学校の就学予定者並びに小・中学校に在籍する児童及び生

徒のうち、就学相談の申込みをされた、心身に障害がある者その他の教育上の特別な

支援が必要な者（要支援児童等）に対して適正な就学等の支援を行います。 

 

【現状と今後の方向性】 

就学相談の申込みがあった要支援児童等について、就学支援委員会（就学判定会議

及び通級等利用判定会議）において就学に係る事項や特別支援教室などの利用につい

て検討します。 

就学相談の申込みが増加傾向にあるため、就学支援委員会の運営などについて、見

直しを図ります。 

 

（８）巡回相談（担当課：教育指導課） 

 

【事業の内容】 

臨床心理士や特別支援教育士の資格をもった心理相談員が、小・中学校及び幼稚園・

保育園を訪問し、特別な教育的ニーズを必要とする児童・生徒に対して行動観察を行

うとともに、教員や保護者へ指導の内容及び方法について助言や相談を行います。 

  

【現状と今後の方向性】 

巡回相談員は、専門的見地から行動観察又は心理検査の結果を踏まえ、小・中学校

又は関係機関等において特別支援教育に関する助言及び相談を行っています。また、

就学支援員会への参加や特別支援教育にかかる理解及び啓発の推進のための研修会等

の講師なども務めています。また、平成２８（２０１６）年度からは、要支援児童等

の早期発見又は早期支援をより充実させるため、保育園・幼稚園等を巡回する相談員

を配置しています。 

就学相談の申込みが増加傾向にあるため、今後は、就学相談が適切に行えるよう、

巡回相談員の増員を要望します。 

 

 

 

次世代 

次世代 
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第５章    子ども・子育て支援事業 

           第２期東大和市子ども・子育て支援事業計画      

第１期新・放課後子ども総合プランに基づく東大和市行動計画  
 

第１節 教育・保育提供区域の設定 

〇 子ども・子育て支援法に基づく国の基本指針では、子ども・子育て支援事業計画

の策定にあたり、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・

保育の利用状況、施設の整備状況等を総合的に勘案して、地域の実情に応じた、「教

育・保育提供区域」を定めることとしています。 

 

〇 東大和市は、地勢や面積、人口がコンパクトにまとまっている自治体であり、計

画を市全体で捉えていく必要があることから、平成２７年（２０１５）年３月策定

の「東大和市子ども・子育て支援事業計画」に引き続き、市全域で 1区域と設定し

ます。 
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第２節 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の推計の考え方 

１ 「認定区分」と「家庭類型」による事業の対象家庭の抽出 

（１）認定区分について 

年齢と保育の必要性（事由・区分）に基づいて、１・２・３号認定に区分します。 

以下のとおり、保育園の利用要件である「保育の必要性の事由」について、基準を

設けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準時間（主にフルタイムの就労を想定。）及び短時間（主にパートタイムの就労を

想定。）の２区分の保育必要量を設けることになります。 

上記内容に加え、年齢で区分すると認定区分は、以下のとおりとなります。 

  

「保育の必要性」の事由 

以下のいずれかの事由に該当すること 

※同居の親族その他の者が当該児童を保育することができる場合、その優先度を調整

することが可能 

 

①就労 

・フルタイムのほか、パートタイム、夜間など基本的にすべての就労に対応（一時預

かりで対応可能な短時間の就労は除く） 

・居宅内の労働（自営業、在宅勤務など）を含む。 

②妊娠、出産 

③保護者の疾病、障害 

④同居の親族（長期入院等をしている親族を含む。）を常時介護又は看護していること。 

⑤災害復旧 

⑥求職活動  

・起業準備を含む 

⑦就学  

・職業訓練校等における職業訓練を含む 

⑧虐待やＤＶのおそれがあること 

⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて継続利用が必要であること 

⑩その他 

上記に類する状態として市町村が認める場合 
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教育・保育給付認定 （子ども・子育て支援法第１９条） 

保育園・認定こども園・小規模保育事業所等の利用 

 保育を必要とする 保育を必要としない 

０～２歳児 ３号認定 
保育標準時間利用（最長１１時間） 

       － 
保育短時間利用（最長 ８時間） 

３～５歳児 ２号認定 
保育標準時間利用（最長１１時間） 

１号認定 
教育標準時間利用 

（標準４時間） 保育短時間利用（最長 ８時間） 

 

（２）家庭類型について 

特定教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業の見込み量を把握するためには、

１・２・３号の認定区分にそれぞれどれだけの家庭が該当するか想定することが必要

です。そのためにアンケート調査結果から、対象となる子どもの父母の有無、就労状

況から８種類の類型化を行います。 

類型化した区分を「家庭類型」と言い、“現在の家庭類型”と、母親の就労希望を反

映させた“潜在的な家庭類型”の種類ごとに算出します。 

 

       

        母親 

 

父親 

ひとり親 

フルタイム

就労 

（産休・育

休含む） 

パートタイム就労（産休・育休含む） 

未就労 120時間 

以上 

120時間

未満 64時

間以上 

64時間 

未満 

ひとり親 タイプＡ  

フルタイム就労 

（産休・育休含む） 

 

タイプＢ タイプＣ 
タイプ

Ｃ’ 

タイプＤ 

パートタ

イム就労

（産休・

育休含

む） 

120時間以上 

タイプＣ タイプＥ 

 

 

 

タイプ

Ｅ’ 

120時間未満

64時間以上 

64時間未満 
タイプ

Ｃ’ 
 

未就労 
タイプＤ 

タイプＦ 

 

 
タイプＡ ：ひとり親家庭（母子または父子家庭） 

タイプＢ ：フルタイム共働き家庭（両親ともフルタイムで就労している家庭） 

タイプＣ ：フルタイム・パートタイム共働き家庭（就労時間：月 120時間以上＋月 64～120時間） 

タイプＣ’ ：フルタイム・パートタイム共働き家庭（就労時間：月 64時間未満） 

タイプＤ ：専業主婦（夫）家庭 

タイプＥ ：パートタイム共働き家庭（就労時間：双方が月 120時間以上＋月 60～120時間） 

タイプＥ’ ：パートタイム共働き家庭（就労時間：いずれかが月 64時間未満） 

タイプＦ ：無業の家庭（両親とも無職の家庭） 

育児・介護休業中の人もフルタイムで就労しているとみなして分類しています。 

保育の必要性あり 保育の必要性なし 
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２「量の見込み」を算出する項目 

下記の１～１１事業については、平成３１（２０１９）年 3月公表の東大和市子ど

も・子育て支援ニーズ調査を参考に量の見込みの算出を行っています。 

 

【 教育・保育 】 

 事業       （認定区分） 対象 

1 教育標準時間認定 
幼稚園 

認定こども園 
１号認定 

３～５歳 

2 

保育認定 幼稚園 

２号認定 
保育認定 

認定こども園 

保育園 

3 保育認定 

認定こども園 

保育園 

地域型保育 

３号認定 ０～２歳 

 

【 地域子ども・子育て支援 】 

 事業 本計画における対象 

4 時間外保育事業（延長保育事業） ０～５歳 

5 放課後児童健全育成事業（学童保育所運営事業） 小学１～６年生 

6 子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業） ２～１２歳以下の小学生 

7 地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業） ０～５歳 

8 
一時預かり事業（在園児対象） ３～５歳 

       （在園児以外対象） ０～５歳 

9 病児保育事業（病児・病後児保育事業） 
０～５歳 

小学１～６年生 

10 
子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 
未就学児及び小学生等 

11 利用者支援事業 子育て中の親子(妊婦含む) 

 

地域子ども・子育て支援事業には、上記以外に、「妊婦健康診査」、「乳児家庭全戸訪

問事業」、「養育支援訪問事業」、「要保護児童対策地域協議会運営事業」、「実費徴収に

係る補足給付を行う事業」、「多様な事業者の参入促進・能力活用事業」があります。 
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３ 「見込み量」の推計方法のステップ 

見込み量の推計方法は、全国共通の算出方法が国から示されており、下記のフロー

となっています。なお、アンケートの回答により算出した見込み量が実態と大きく乖

離する場合は、妥当性を検証した上で、実績をもとに見込み量を算出する場合もあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ステップ１ 

 

ステップ２ 

 

ステップ３ 

 

ステップ４ 

 

ステップ５ 

 

ステップ６ 

 

～家庭類型の算出～ 

ニーズ調査回答者を両親の就労状況でタイプを分類します。 

 

～潜在家庭類型の算出～ 
ステップ１の家庭類型からさらに、両親の今後１年以内の就労意向を反映させてタイプを分類
します。 

～潜在家庭類型別の将来児童数の算出～ 
人口推計を算出し、各年の将来児童数と潜在家庭類型を掛け合わせます。 

 

～事業やサービス別の対象となる児童数の算出～ 

事業やサービス別に定められた家庭類型等に潜在家庭類型別の将来児童数を掛け合わせます。 

 

～利用意向率の算出～ 

事業やサービス別に、回答者数を利用希望者数で割ります。 

～見込み量の算出～ 

事業やサービス別に、対象となる児童数に利用意向率を掛け合わせます。 
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第３節 人口の見込み 

子ども・子育て支援事業計画で定めるサービスの対象となる、０歳から 11 歳まで

の子どもの人口を平成２７（２０１５）年から平成 31（２０１９）年の 4 月 1 日現

在の住民基本台帳の人口を基にコーホート変化率法により推計しました。 

 

単位：人 

年齢 
令和 2年度 

（2020年度） 

令和 3年度 

（2021年度） 

令和 4年度 

（2022年度） 

令和 5年度 

（2023年度） 

令和 6年度 

（2024年度） 

０歳 647 631 619 605 590 

１歳 622 654 638 626 612 

２歳 679 612 644 628 616 

３歳 683 673 607 639 623 

４歳 735 681 669 604 636 

５歳 711 734 680 668 603 

６歳 712 700 723 669 658 

７歳 772 718 705 728 674 

８歳 739 771 717 704 727 

９歳 770 743 775 721 707 

10歳 786 774 746 778 724 

11歳 792 788 776 748 780 

計 8,648 8,479 8,299 8,118 7,950 

※コーホート変化率法：同年または同期間の過去における実績人口の動態から「変化率」を求

め、それに基づき将来人口を推計する方法。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1,948 1,897 1,901 1,859 1,818

2,129 2,088 1,956 1,911 1,862

2,223 2,189 2,145 2,101 2,059

2,348 2,305 2,297 2,247 2,211

8,648 8,479 8,299 8,118 7,950

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

(人)

０～２歳 ３～５歳 小学校・低学年 小学校・高学年

（令和 2 年度） （令和 3 年度） （令和 4 年度） （令和 5 年度） （令和 6 年度） 
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第４節 幼稚園、保育園、認定こども園、地域型保育 

１ 保育園、幼稚園等事業 

【事業概要】 

保育園は、保護者が就労や疾病などにより、就学前児童を保育することができない

と認められる場合に、保護者に代わり保育を実施します。 

幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児を保育し、幼

児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目

的としています。 

この他に、幼稚園、保育園の機能を備え、就学前の教育、保育、子育て支援サービ

スを総合的に提供する認定こども園があります。 

 

 

【現状】                           単位：人 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 

保育が必要 

０歳保育が 

必要 教育希望

が強い 
左記以外 

対応施設 幼稚園 保育園 

平成 27（2015）年 4月 1日 1,295 1,255 703 156 

平成 28（2016）年 4月 1日 1,287 1,346 725 157 

平成 29（2017）年 4月 1日 1,125 1,346 725 157 

平成 30（2018）年 4月 1日 1,096 1,351 716 164 

令和元（2019）年 4月 1日 1,069 1,387 757 166 

 

【今後の方向性】 

市内の保育ニーズを的確に把握しながら、保育園の施設整備の実施及び保育士等の

確保に努め、適切な保育の受け皿の確保に努めます。 
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【令和２（２０２０）年度】                          
単位：人 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量（Ａ） 723 134 1,260 836 194 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
1,069 1,403 646 168 

確認を受け

ない幼稚園 
上記に該当しない － － 12 6 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、 

事業所内保育 
－ 138 134 16 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
－ － － － 

合計（Ｂ） 1,069 1,541 792 190 

過不足分（Ｂ）－（Ａ） 346 147 ▲44 ▲4 

 

 

【令和３（２０２１）年度】                          
単位：人 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量（Ａ） 709 132 1,236 834 189 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
1,069 1,403 646 168 

確認を受け

ない幼稚園 
上記に該当しない － － 12 6 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、 

事業所内保育 
－ 138 134 16 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
－ － － － 

合計（Ｂ） 1,069 1,541 792 190 

過不足分（Ｂ）－（Ａ） 360 173 ▲42 1 
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【令和４（２０２２）年度】                          
単位：人 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量（Ａ） 664 123 1,158 828 185 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
1,069 1,396 682 183 

確認を受け

ない幼稚園 
上記に該当しない － － 12 6 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、 

事業所内保育 
－ 138 134 16 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
－ － － － 

合計（Ｂ） 1,069 1,534 828 205 

過不足分（Ｂ）－（Ａ） 405 253 0 20 

 

 

【令和５（２０２３）年度】                          
単位：人 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量（Ａ） 649 121 1,131 815 181 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
1,069 1,450 710 183 

確認を受け

ない幼稚園 
上記に該当しない － － 12 6 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、 

事業所内保育 
－ 138 134 16 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
－ － － － 

合計（Ｂ） 1,069 1,588 856 205 

過不足分（Ｂ）－（Ａ） 420 336 41 24 
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【令和６（２０２４）年度】                          
単位：人 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量（Ａ） 633 118 1,102 798 177 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
1,069 1,450 710 183 

確認を受け

ない幼稚園 
上記に該当しない － － 12 6 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、 

事業所内保育 
－ 138 134 16 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
－ － － － 

合計（Ｂ） 1,069 1,588 856 205 

過不足分（Ｂ）－（Ａ） 436 368 58 28 
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第５節 地域子ども・子育て支援事業 

事業名は、子ども・子育て支援法に示されている事業名で記載しています。 

１ 時間外保育事業（延長保育事業） 

【 概要 】 

通常の保育時間を超えて、保育を行う事業です。市内認可保育園１５園、小規模保

育５施設、認証保育所１施設で１時間の延長（認可保育園１園で２時間延長）を行っ

ています。 

 

【 現状 】                      単位：人 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

利用人数 435 451 453 442 

（各年度合計利用人数の1か月平均） 

 

【 量の見込みと確保策 】                    単位：人 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 420 411 398 389 379 

確保策（Ｂ） 420 411 398 389 379 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

※量の見込みの考え方：アンケート調査結果から、家庭類型を精査の上、事業の意向率を算出し、必要

利用人数を算出 
 
 
 

【 今後の方向性 】 

ニーズに応じ、拡充等を検討します。 
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２ 放課後児童健全育成事業（学童保育所運営事業） 

【 概要 】 

共働き家庭等の小学生が放課後や学校休業日に安全で充実した生活を送れるよう、

適切な遊びや生活の場を学童保育所で提供している事業です。 

 

【 現状 】                                          単位：人 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

登録児童数 743 741 753 754 

（各年度４月１日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】 

年間を通じての量の見込みと確保策を定めました。                    単位：人 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 926 907 904 876 853 

 １年生 363 357 369 341 335 

 ２年生 219 203 200 206 191 

 ３年生 181 189 176 173 178 

 ４年生 97 93 97 91 89 

 ５年生 66 65 62 65 60 

 ６年生 0 0 0  0 0 

確保策（Ｂ） 827 827 827 827 827 

差引（Ｂ）-（Ａ） ▲99 ▲80 ▲77 ▲49 ▲26 

※量の見込みの考え方：アンケート調査結果から算出した利用意向及び過去５年間分の学童保育利用率

（平均利用児童／登録児童数）を総合的に勘案し必要利用人数を算出。 

 

【 今後の方向性 】 

実績としては、申請者数を超える確保量があり、全体としてのニーズを満たす量を

確保できています。しかし、申請者が通える学童保育所が限定されるため、地域ごと

のニーズ量と確保量の偏在が課題となっています。 

少子化に伴う児童数の減少により、ニーズの総量は漸減していくことが予測されま

すが、当面の不足分については、ランドセル来館事業や、放課後子ども教室事業で対

応していきます。 
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≪「新・放課後子ども総合プラン」に基づく行動計画≫ 

 国のプラン 東大和市行動計画 

1 

放課後児童クラブの年度ごとの量の見込み及

び目標整備量 

「量の見込みと確保策」に記載の表

（第５章５節２「放課後児童健全育成

事業（学童保育所運営事業）」に記載）

のとおりとします。 

2 

一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教

室の令和５（２０２３）年度に達成されるべき

目標事業量 

・ 

放課後子供教室の令和５年度までの実施計画 

次ページに記載の「放課後子ども教室

の目標事業量等」のとおりとします。 

 

3 

放課後児童クラブ及び放課後子供教室の一体

的な、又は連携による実施に関する具体的な

方策 

地理的に近接しており、一体型・連携

型が可能と思われる小学校区におい

て、教育委員会と連携し、実施場所及

びスタッフの確保に努め、一体型・連

携型の実施を目指します。 

4 

小学校の余裕教室等の放課後児童クラブ及び

放課後子供教室への活用に関する具体的な方

策 

余裕教室等の使用計画や活用状況等

について教育委員会に照会し、学童保

育所及び放課後子ども教室としての

活用について、協議を行います。 

5 

放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施

に係る教育委員会と福祉部局の具体的な連携

に関する方策 

福祉部局及び教育委員会で窓口とな

る部署を明確にし、協議・連携の体制

を整えます。 

6 

特別な配慮を必要とする児童への対応に関す

る方策 

特別な配慮を必要とする児童への対

応について、継続的に研修を行うほ

か、学校・家庭・放課後等デイサービ

ス事業者等と連携し、児童が安心して

過ごすことができるように努めます。 

7 
地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所

時間の延長に係る取組 

引き続き、午後７時までの育成時間の

延長の実施に努めます。 

8 

各放課後児童クラブが、「新・放課後子ども総

合プラン」に記載した放課後児童クラブの役

割をさらに向上させていくための方策 

通常の育成支援に加え、学習支援や、

各種行事及び合同行事などの多様な

活動を実施し、子どもの自主性、社会

性等のより一層の向上を図ります。 

9 

「新・放課後子ども総合プラン」に掲げた放課

後児童クラブの役割を果たす観点から、各放

課後児童クラブにおける育成支援の内容につ

いて、利用者や地域住民への周知を推進させ

るための方策 

各学童保育所の育成支援の内容につ

いて、クラブだよりを発行して利用者

へ周知します。 
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放課後子ども教室の目標事業量等 

                                                      単位：箇所 

 令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

平日毎日活動する教室の数 1  2 3 4 

一体型の数 0 1 2 4 

 うち学校内で行う一体型 0 0 0 1 

連携型の数 3  2 2 2 

 

※「新・放課後子ども総合プラン」（放課後児童クラブ部分 一部抜粋） 

    放課後児童クラブは、単に保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している 

児童を授業の終了後に預かるだけではなく、児童が放課後児童支援員の助けを借りながら、 

基本的な生活習慣や異年齢児童等との交わり等を通じた社会性の習得、発達段階に応じた 

主体的な遊びや生活ができる「遊びの場」「生活の場」であり、子どもの主体性を尊重し、 

子どもの健全な育成を図る役割を負っているものであることを踏まえ、こうした放課後児 

童クラブの役割を徹底し、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る。   

 

３ 子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業） 

【 概要 】 

保護者が病気、出産等で子ども（２歳以上 12 歳以下の小学生）の養育が困難とな

ったときに、養育協力員宅で子どもを一時的に預かる事業です。 

 

【 現状 】              単位：人日※年間延べ利用者数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

利用人数（延べ） 6  0  0  28  

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】            単位：人日※年間延べ利用者数 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 28 28 28 28 28 

確保策（Ｂ） 192 192 192 192 192 

差引（Ｂ）-（Ａ） 165 165  166 167 167 

※量の見込みの考え方：平成３０（２０１８）年度実績に基づく。 
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【 今後の方向性 】 

養育協力員の確保が難しく、子どもの特性等により、養育協力員家庭では対応でき

ない場合が見込まれます。 

ニーズに対して適切にサービス利用につなげていけるよう、引き続き養育協力員の

確保に努めます。また、養育協力員家庭での受け入れが困難な子どもに対して、児童

養護施設等におけるショートステイを検討していきます。 
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４ 地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業） 

【 概要 】 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を設け、子育てについての相談や情報

の提供、助言、その他の援助を行う事業です。 

市内の私立保育園３園（大和南保育園・れんげ上北台保育園・玉川上水保育園）と

児童館６館に「子育てひろば」を設置し、子育て家庭の交流・情報交換の場の提供の

ほか、親子遊びなどを通して、子どもとのふれあいを深める方法や子育てのあり方を

学ぶ機会を提供しています。 

また、子育てへの不安の軽減や保護者が自信を持って子育てができるよう、子育て

支援の専門家等から話を聞くことができる「子育て講座」を実施しています。 

 

 

 

【 現状 】              単位：人日※年間延べ利用者数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

利用人数（延べ） 7,094 7,478 6,978 7,445 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】            単位：人日※年間延べ利用者数 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 6,537 6,366 6,379 6,239 6,101 

確保策（Ｂ） 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 

差引（Ｂ）-（Ａ） 5,463 5,634 5,621 5,761 5,899 

※量の見込みの考え方：ニーズ調査結果から、家庭類型を精査の上、事業の意向率を算出し、必要利用

人数を算出 

 

 

【 今後の方向性 】 

様々な広報媒体の活用により、サービスの普及啓発に努め、サービス内容の充実や

向上を図ることで、子育て家庭の支援に努めます。 
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５ 一時預かり事業 

（１）幼稚園による一時預かり事業 

【 概要 】 

幼稚園の通常保育時間の前後や夏休み等の長期休業中に、保護者のニーズに合わせ

た保育を行います。仕事や突発的な事情等により、一時的に家庭保育が困難となる場

合に幼稚園で一時的に預かる事業で、平成２７（２０１５）年度から開始しました。 

現在は、市内の認定こども園２園で実施しています。 

 

【 現状 】                     単位：人 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

利用人数 149 127 135 130 

（各年度合計利用人数の１日平均） 

 

【 量の見込みと確保策 】                                     単位：人 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 126 123 116 113 110 

確保策（Ｂ） 126 123 116 113 110 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

※量の見込みの考え方：直近５か年の幼稚園及び認定こども園の１号認定の利用者と一時預かり事業の

利用者から各年の利用率を算出した上で、最大の利用率を採用し、幼稚園及び認定こども園の１号認

定の利用推計から一時預かり人数を算出 

 

【 今後の方向性 】 

引き続き、保護者のニーズに応える支援となるよう努めます。 
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（２）一時預かり事業等（一時保育事業・緊急一時保育事業等） 

【 概要 】 

保護者の断続的な就労、通院、冠婚葬祭、リフレッシュ等により、一時的に子ども

の家庭保育が困難となった未就学児を、昼間、保育園や子ども家庭支援センターでお

預かりします。現在、一時預かり事業は、４か所で実施しています。緊急一時保育事

業は、2 か所で実施しています。 

 

【 現状 】                            単位：人日※年間延べ利用者数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

利用人数（延べ） 4,694 4,776 4,352 4,208 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】                        単位：人日※年間延べ利用者数 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 4,097 4,004 3,876 3,788 3,698 

確保策（Ｂ） 10,160 10,160 10,160 10,160 10,160 

差引（Ｂ）-（Ａ） 6,063 6,156 6,284 6,372 6,462 

※量の見込みの考え方：直近５か年の保育園及び認定こども園の２号・３号認定の利用者と一時預かり

事業の利用者から各年の利用率を算出した上で、平成３０年度の利用率を採用し、保育園及び認定こ

ども園の２号・３号認定の利用推計から一時預かり人数を算出（ファミリー・サポート・センター事

業については、０歳から５歳までの人口と利用実績の関係から算出） 

 

【 今後の方向性 】 

様々な広報媒体の活用により、サービスの普及啓発に努め、サービス内容の充実や

利便性の向上を図り、家庭保育を行っている乳幼児と保護者への支援に努めます。 
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６ 病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

【 概要 】 

児童が病気のため、保育園、幼稚園、小学校等に通園通学ができず、保護者の就

労等の理由のために家庭保育を行うことが困難な場合に、病院・保育所等に付設さ

れた専用スペース等において、看護師や保育士が一時的に保育等を実施します。 

 

 

【 現状 】               単位：人日※年間延べ利用者数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

利用人数（延べ） 1,234 1,512 1,183 1,071 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】                            単位：人日※年間延べ利用者数 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 1,184 1,161 1,136 1,111 1,088 

確保策（Ｂ） 1,680 1,680 1,680 1,680 1,680 

差引（Ｂ）-（Ａ） 496 519 544 569 592 

※量の見込みの考え方：直近５か年の０歳から１１歳までの子ども人口と病児保育事業の利用者から各

年の利用率を算出した上で、平均利用率を採用し、子ども人口の推計値に掛け合わせて算出（ファミ

リー･サポート･センター事業における病児の利用は年度による差が激しく見込がたたないため、病児

病後児保育室と合算し表示） 
 
 
 

【 今後の方向性 】 

病児・病後児保育の認知度が低く、保育園等利用世帯でも登録を行わない世帯がい

るため、市報やホームページ等で広報するほか、対象となる保護者に対し、保育園や

学童保育所等を通じて周知を行えるよう調整を図り、認知度の向上に努めます。 
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７ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

【 概要 】 

地域の子育てに関する相互援助活動を支援することにより、仕事と子育てが両立で

きる環境の整備及び地域住民の子育て支援と児童の福祉の向上を図ります。 

市補助事業として、東大和市社会福祉協議会が実施するファミリー・サポート・  

センター事業（さわやかサービス）により、市民の子育て支援を行うとともに、安定

した事業運営を図っています。 

 

 

【 現状 】              単位：人日※年間延べ利用者数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

利用人数（延べ） 1,068 564 362 285 

                             （各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】                        単位：人日※年間延べ利用者数 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 285 285 285 285 285 

確保策（Ｂ） 285 285 285 285 285 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

※量の見込みの考え方：平成３０年（２０１８）年度実績に基づく 

 

 

【 今後の方向性 】 

様々な広報媒体の活用により、サービスの普及啓発に努めるとともに、協力会員及

び利用会員の増加を図ります。 
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８ 利用者支援事業 

（１）保育コンシェルジュ事業・特定型 

【 概要 】 

子ども又はその保護者の身近な場所で教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の

情報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整を実

施します。 

 

【 現状 】                      単位：箇所 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

実施箇所数 1 1 1 1 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】                    単位：箇所 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 1 1 1 1 1 

確保策（Ｂ） 1 1 1 1 1 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

※量の見込みの考え方：事業の性質から現状及び今後の方向性を踏まえ算出 
  
 

【 今後の方向性 】 

保育課窓口に１箇所設置し、保健や看護、保育等の専門職による複数体制で常駐し、

情報提供や相談・助言等を行い、子育て世帯への支援の充実を図ります。 
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（２）母子保健型 

【 概要 】 

妊婦の健康保持・増進のほか、出産・子育てに対する不安の軽減を図ることで安心

して出産を迎えられるように、全ての妊婦に対して面接を行い、必要に応じて情報提

供や相談を含めた支援を行います。 

健康課窓口に１箇所設置し、保健師による複数体制の配置を強化し、妊娠期から子

育て期まで切れ目のない支援を行っています。 

 

【 現状 】                       単位：箇所 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

実施箇所数 1 1 1 1 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】                     単位：箇所 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 1 1 1 1 1 

確保策（Ｂ） 1 1 1 1 1 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

※量の見込みの考え方：事業の性質から現状及び今後の方向性を踏まえ算出 

 

【 今後の方向性 】 

引き続き、相談体制を確保し支援の充実を図ります。 
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９ 妊婦健康診査事業 

【 概要 】 

妊娠期を健康におくることができるよう、妊婦健診受診票を交付し、適切な妊娠期

の健康管理が行えるよう、支援します。 

 

 

【 現状 】              単位：人回※年間延べ利用回数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

健診回数（延べ） 8,430 8,801 8,625 7,810 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】            単位：人回※年間延べ利用回数 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 9,058 8,834 8,666 8,470 8,260 

確保策（Ｂ） 9,058 8,834 8,666 8,470 8,260 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

※量の見込みの考え方：受診対象者数（０歳人口の推計×出現率（出生数／妊娠届）（平成２７      

（２０１５）年度から平成３０（２０１８）年度の出生数と妊娠届から算出）×一人当たりの平均

健診回数（平成２７（２０１５）年度から平成３０（２０１８）年度の受診対象者数と健診回数（延

べ）から算出 

 
  

【 今後の方向性 】 

妊婦健診は、都内の指定医療機関において、対象となる定期健診が 14 回無料で受

けられます。また、里帰り等により東京都外や助産所において受けられた場合は、費

用の一部を助成しています。 

引き続き、健診の受診により、健康な状態で出産・育児に臨むことができるよう、

健診の重要性の周知に、より一層努めます。 
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10 乳児家庭全戸訪問事業 

【 概要 】 

生後４か月までの乳児がいる家庭を、助産師や保健師が訪問します。 

訪問者は、子育てに関する情報提供を行うとともに、保護者から育児に関する相談

を受けることで、育児の孤立化を防ぎ、安心して子育てが行え、赤ちゃんがすこやか

に成長できるよう支援しています。 

 

 

【 現状 】              単位：人回※年間延べ訪問回数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

訪問回数（延べ） 719 635 654 608 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】                         単位：人回※年間延べ訪問回数 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み 647 631 619 605 590 

確保策（Ｂ） 647 631 619 605 590 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

※量の見込みの考え方：前年の 15歳から 49歳の女性の人口に直近５年間の 0歳から１歳の平均変化率

を乗じて出生数を算出して量の見込みとして算出 

 

 

【 今後の方向性 】 

訪問以降も継続して支援が必要な家庭には、関係課と連携を図り支援を行います。 
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11 養育支援訪問事業 

【 概要 】 

養育の支援が必要な家庭を対象に保健師等を自宅へ派遣し、養育に関する指導、助

言等を行い、当該家庭の適切な養育の実施及び福祉の増進を図ります。 

相談等を通じて養育の支援が必要と判断された家庭に対して助産師、保健師等を派

遣し、健康観察（発育、発達、体調等）、健康管理及び育児等の助言指導を行っていま

す。 

     

【 現状 】              単位：人回※年間延べ訪問回数 

 
平成 27年度 

（2015年度） 

平成 28年度 

（2016年度） 

平成 29年度 

（2017年度） 

平成 30年度 

（2018年度） 

訪問回数（延べ） 21 14 36 10 

（各年度３月末日時点） 

 

【 量の見込みと確保策 】                           単位：人回※年間延べ訪問回数                  

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

量の見込み（Ａ） 21 21 21 21 21 

確保策（Ｂ） 72 72 72 72 72 

差引（Ｂ）-（Ａ） 51 51 51 51 51 

※量の見込みの考え方：事業の実績から年間平均利用人数を算出し、利用人数を算出 

 

 

【 今後の方向性 】 

支援の必要な家庭に対して適切にサービス利用につなげていくとともに、引き続き

支援員の確保に努めます。 
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12 要保護児童対策地域協議会運営事業（子ども家庭支援センター運営事業）  

【 概要 】 

児童虐待の防止に向けた子どもと家庭に関する総合相談や子育て支援サービスの提

供・調整及び子どもと家庭を支援するネットワークの構築等により、児童虐待の未然

防止、早期発見及び対応を行います。 

保護が必要な児童や特定妊婦の早期発見や適切な保護・支援を実施するため、要保

護児童対策地域協議会において関係機関との連携強化に努めています。また、養育家

庭体験発表会などを通じ社会的養護の普及啓発を行うとともに、市報やオレンジリボ

ンキャンペーンなどで児童虐待の防止や体罰によらない子育てについて周知を図って

います。 

 

【 今後の方向性 】 

関係機関との連携強化、養育家庭や児童虐待防止等の周知・啓発に努めます。 

  

※要保護児童対策地域協議会とは 

児童福祉法第２５条の２第 1 項に規定されている協議会です。 

虐待を受けている子どもをはじめとする保護や支援が必要な子どもを早期発見し、適

切な保護、支援を図るために、適切な連携の下でその子ども等に関する情報や考え方

を共有し、支援の内容を協議する機関です。 
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13 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【 概要 】 

低所得世帯等の児童が新制度に移行していない幼稚園を利用する際に、園に支払う

べき食材料費(副食の提供に限る)に係る費用の一部を助成します。 

 

【 今後の方向性 】 

令和元（２０１９）年１０月から事業を開始しました。国等の動向を踏まえ、事業

を実施します。 

 

14 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

（１）新規参入施設等への巡回支援  

教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業に新規参入する事業者（以下「新規

参入事業者」）に対して、事業経験のある者（例：保育士ＯＢ等）を活用した巡回支援

等を行うために必要な費用の一部を補助する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

現在、対象となる事業者がいないため、実施していません。 

今後、待機児童の解消を目的として施設整備をしていく中で、運営事業者から、本

事業の実施について、要望等があった場合、検討します。 

 

（２）認定こども園特別支援教育・保育経費  

健康面や発達面において特別な支援が必要な子どもを受け入れる認定こども園の設

置者に対して、職員の加配に必要な費用の一部を補助する事業です。 

 

【現状と今後の方向性】 

東京都の事業を活用し、同様の事業を実施しています。 

引き続き、同様の対応を継続する見込みでありますが、必要に応じて、本事業の活

用を検討します。 
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第６節 教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保 

（１）認定こども園の普及に係る基本的考え方 

認定こども園が幼稚園及び保育園の機能をあわせもち、保護者の就労状況及びそ

の変化等によらず、柔軟に、子どもを受け入れられる施設であるため、既存の幼稚

園が認定こども園に移行することは、利用者の利便性の向上につながります。市で

は、２つの私立の就学前施設が認定こども園に移行しており、今後も幼稚園から認

定こども園への移行に必要な支援を行います。 

 

（２）質の高い教育・保育の提供に向けた取組 

  利用者が安心して利用でき、子どもが自分らしく健やかに成長できるように、教

育・保育の質の向上が必要となります。市では、質の高い教育・保育を提供するた

めに、幼稚園教諭、保育士等子どもの育ちを支援する者に対し、アレルギー対策・

不審者対応・乳児救急救命等の研修を行い、その専門性の向上を図っています。今

後も、幼稚園教諭、保育士等が抱えている問題や時代に即したテーマで研修を行う

等、更なる質の向上に努めます。 

 

（３）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性等に

係る基本的考え方及びその推進方策 

  教育・保育施設は、保育の必要な子どもに健全な発達のための養護と教育を一体

的に提供し、家庭との共同による子育てを行うとともに、幼児教育を行う場として、

次代を担う子どもたちが人間として心豊かに生きる力を身につけられるよう、生涯

に渡る人間形成の基礎を担う役割を担っています。また、地域における子ども・子

育て支援の中核的な役割を担うことも期待されています。 

  地域子ども・子育て支援事業についても、子育て家庭の多様化するニーズや地域

の実状を踏まえ実施するもので、その役割は重要であり、子育て家庭が必要なサー

ビスを利用できるように支援します。 

  

（４）地域における教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携 

認定こども園、幼稚園及び保育園は、子ども・子育て支援の中核的な役割を担う

教育・保育施設である一方で、家庭的保育事業や小規模保育事業などの地域型保育

事業は、供給が不足しがちな３歳未満の児童の保育を地域に根差した身近な場での

保育を提供する役割を担うものです。この両者が相互に補完することによって、必

要とされている教育・保育の量の確保と質の充実につながることから、地域におけ

る教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携により、切れ目なく適切に保

育が受けられるよう推進していきます。 
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第７節 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

〇 急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性を鑑み、総合的な少

子化対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るた

め、国の施策として幼児教育・保育の無償化が令和元（２０１９）年 10 月から

開始されました 
 

〇 子ども・子育て支援新制度における「子どものための教育・保育給付」の給付

対象となる幼稚園、保育所等の保育料が無償化されるほか、子ども・子育て新制

度に移行していない幼稚園、幼稚園の預かり保育、認可外保育施設等を利用した

際の利用料に対する給付制度が「子育てのための施設等利用給付」として創設さ

れました。 
 

〇 市では、この制度に則り、保護者が子育てのための施設等利用給付を円滑に利 

用できるよう、制度の周知等を図るとともに、公正かつ適正な支給の確保に努め 

ます。 

 

第８節 基本指針に基づく任意記載事項 

１ 産後の休業及び育児休業後における教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

〇 保護者が、産休・育休明けの入園を希望する時期に円滑に教育・保育施設、地域

型保育事業を利用できるよう、休業中の保護者に対して情報提供を行い円滑に職場

復帰ができるよう支援するとともに、計画的に教育・保育施設、地域型保育事業を

整備します。 

 

〇 次世代育成支援対策推進法が令和７（２０２５）年３月までの 10 年間の時限立

法として延長され、地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援のための行動

計画の策定を義務づけ、10 年間の集中的・計画的な取組を推進することとしてい

ることから、市では、特定事業主行動計画を推進します。 

 

２ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策との連携 

（１）児童虐待防止の充実  

〇 発生予防から早期発見、早期対応に努めます。 

〇 子どもの安全確保及び支援に努めます。 

〇 保護者への指導及び支援等の各段階での切れ目のない総合的な対策に努めます。 

〇 福祉、保健、医療、教育、警察等の関係機関の連携に努めます。  
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（２）母子家庭・父子家庭の自立支援の推進  

〇 子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保策及び経済的支援策から、総合

的な自立支援を推進します。 

 

（３）障害児施策の充実等  

〇 障害児等特別な支援が必要な子どもに対して、保健、医療、福祉、教育等の各種

施策を体系的かつ円滑に実施します。 
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第６章    計画の推進 

 

第１節 計画の進行管理・評価、推進体制 

〇 本計画のうち、「第2期東大和市子ども・子育て支援事業計画」、「第１期新・放課

後子ども総合プランに基づく東大和市行動計画」及び「第1期東大和市次世代育成

支援行動計画」に基づく対象事業等の実施状況については、庁内関係各課において、

具体的な内容を毎年度ごとに点検・評価し、進行管理を行います。 

 

〇 計画期間中の進行管理、事業の実施状況等の点検・評価については、市長の諮問

機関である「東大和市子ども・子育て会議」において、専門的知見や市民の立場か

らの視点で意見や調査審議等を行います。 

 

〇 「東大和市子ども・子育て会議」において、事業の実施状況や実績等について点

検・評価し、必要に応じて改善を促された事業等については、改善に向け必要な措

置を講ずるよう努めます。 

 

〇 「第１期東大和市子ども・若者計画」、「第１期東大和市子どもの貧困対策計画」

に係る施策や事業の取組みにあたっては、それぞれ関連する青少年対策等関係者・

関係機関、生活支援等関係者・関係機関との連携を図ります。 

 

〇 「第１期東大和市子ども・若者計画」、「第１期東大和市子どもの貧困対策計画」

に基づく対象事業等の実施状況については、次期計画策定に向けて行う予定の東大

和市子ども・子育て支援ニーズ調査の結果等を踏まえ、評価を行います。 

 

 

＜ＰＤＣＡサイクル＞ 

 

 

 

  

策定 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 

必要に応じた計画の
見直し 

計画内容と実施状況
の点検・評価 

計画の策定 

計画内容の実施 
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１ 計画の成果指標 

〇 本計画全体を通した「成果指標」については、次のとおり設定し、次期計画策

定に向けて行う予定の東大和市子ども・子育て支援ニーズ調査の結果を踏まえ、

評価を行います。 

 

計画
全体 

指 標  

現 状 

（平成 30（2018） 

年度実績） 

目標値 

（令和 6(2024) 

年度末） 

備 考 

東大和市における子育て環
境や支援への満足度（５段
階評価で３以上の割合） 

未就学児家庭 ７８．１％ ８０．０％ 東大和市子ども・
子育て支援ニーズ
調査 

就学児家庭 ７４．１％ ８０．０％ 

 

第２節 計画の実施状況の公表 

〇 「第2期東大和市子ども・子育て支援事業計画」、「第１期新・放課後子ども総合プ

ランに基づく東大和市行動計画」及び「第1期東大和市次世代育成支援行動計画」に

基づく対象事業等の実施状況については、国の基本指針に沿い、毎年、市報及び市

公式ホームページで公表します。 

 

第３節 市民、地域関係者・事業者及び市との相互の協力と連携 

〇 東大和市の未来を担う子どもたち・若者たちが、健やかにのびのびと成長し、  

自分らしく、未来に向けて夢や希望をもち、社会の一員として生きていける力を身

につけられるよう、地域であたたかく守り育むことが大切です。 

 

〇 誰にとっても安心できる居場所があり、あたたかく、支え合い、支えられる地域

は、子どもから大人までのすべての市民、地域関係者・事業者及び市が相互に協力

し、ともにそれぞれの役割を担い、力をあわせていける地域です。 

 

〇 市は、本計画の基本理念の実現に向け、子どもたち・若者たちが、健やかにのび

のびと成長し、自立（自律）でき、子育て世代が子育てに希望や喜びを感じること

ができるよう、子育てしやすいまちを目指し、子育て、健康、教育、防犯・防災、

環境、まちづくりなどに関連するさまざまな関係者、関係機関との相互の協力と連

携を図ります。 


